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Ⅰ 職員厚生課

１ 施策の体系

政策の柱 最適な組織運営と人材の活性化

目 標 ･･･ 職員及びその家族の生活の安定と福祉の増進を通じて、公務能率の向

上や組織の活性化を図る。

取組 ライフプランづくりへの支援

家庭生活等の支援

職場環境づくりの支援

リフレッシュ活動の支援

厚生年金等の給付

退職後の生活安定のための支援

共済組合・互助会の運営

常勤職員の公務・通勤災害の認定

損害賠償責任関係事務

会計年度任用職員等の公務・通勤災害の認定

災害補償基金支部審査会の運営

目 標 ･･･ 職場の安全衛生管理体制の整備と職員の健康づくりを支援し、公務能

率の向上と質の高い行政サービスの提供に寄与する。

取組 安全衛生管理体制の整備及び安全衛生意識の向上

疾病の予防と早期発見及び健康の保持増進

心の健康づくりの支援

執務環境の改善

診療所の経営

２ 課別の事務又は事業の目的、計画及び実績（成果）

(1) ライフプランづくりへの支援

ア 職員厚生事業費 223,644,156円 県

(ｱ) 職員福利厚生対策事業費 31,825,989円 県

職員等のライフプラン（生涯生活設計）づくりを支援するため、講習会等の開催、情報の提

供、相談員の配置、職員の財産形成の支援等、各種の福利厚生事業を実施した。

ａ 講習会等の開催

年度末までに60歳を迎える職員や人生の折り返し年代の職員を対象とした講習会を

開催し、職員が主体的にライフプランづくりを行うために必要な実践的知識・手法を習

得する機会を提供した。

-2-



○講習会等の開催状況

ｂ ライフプラン相談員の配置

・会計年度任用職員 １人

・勤務体制 月、水～金 9:00～16:00 火 9:00～15:00

・主な業務 生涯生活設計、年金制度等の相談、シニアサービス事業

ｃ 財産形成貯蓄に関する事務

勤労者財産形成促進法（昭和46年６月１日施行）に基づき、職員の財産形成を目的とし、

現在、一般財形（昭和50年３月開始）、財形年金（昭和59年９月開始）、財形住宅（昭和63

年４月開始）の３種類を実施している。

契約金融機関は、地方銀行５行、信託銀行４行、信用金庫７行、証券会社５社、生命保

険会社３社、労働金庫、その他３社の計28機関となっている。

○貯蓄状況（令和７年３月末現在）

講座名 受講者 出席者数等 内容 実施方法、回数等

ニューライフセミナー

（退職直前型）

年度末ま

でに 60 歳

を迎える

職員

・指定年齢対象職員

対象者：233人

家庭経済

年金手続

会場集合型２回と

動画公開

ライフプラン講習会

（退職準備型）

54歳

職員

・指定年齢対象職員

対象者：246人
家庭経済

会場集合型１回と

動画公開

ライフプランセミナー

（生涯生活充実型）

40歳

職員

・指定年齢対象職員

対象者：146人

家庭経済

介護

動画公開

DB資料公開

契約の種類 人員（人） 金額（千円）

一般財形 3,324 9,423,118

財形年金 2,078 3,308,525

財形住宅 1,021 1,522,385

計 6,423 14,254,028
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ｄ 児童手当等に関する事務

児童手当法に基づき、本県職員の児童手当及び特例給付の支給に関する事務を実施した。

(a) 手当の内容

【旧制度】令和６年９月まで

【新制度】令和６年10月から

＊公務員への支給は勤務先（帰属庁）で行う。

(b) 知事部局における受給者数及び支給額(令和７年３月末)

※特例給付は、令和６年10月支給までの合計。

支給対象 ０歳から中学校修了まで

支給月額
(一人あたり)

【所得制限限度額未満】

◆児童手当

３歳未満 15,000円

３歳以上小学校修了前

第１･２子 10,000円

第３子以降 15,000円

中学生 10,000円

【所得制限限度額以上所得上限限度額未満】

◆特例給付

一律 5,000円

【所得上限限度額以上】

支給なし

受給者の
所得制限

《児童手当所得制限限度額》 《児童手当所得上限限度額》

支払期 ６月(２月～５月分) 10月(６月～９月分) ２月(10月～１月分)

扶養親族等の数 前年度所得額

 ０人

  １
  ２
  ３
  ４

 ５

622.0 万円

660.0   
698.0     
736.0     
774.0     
812.0     

支給対象 ０歳から高校生年代まで

支給月額
(一人あたり)

◆児童手当

３歳未満

第１･２子 15,000円

第３子以降 30,000円

３歳以上18歳到達後の最初の年度末まで

第１･２子 10,000円

第３子以降 30,000円

支払期
４月（２・３月分）、６月(４・５月分)、８月(６・７月分)、10月（８・９月分）、

12月(10・11月分)、２月（12・１月分）

児童手当 特例給付

受給者数 支給額 受給者数 支給額

合計 6,721人 367,320千円 207人 5,290千円

(注)老人控除対象配偶者又は老人扶養親族がある場合には、１人につき６万円を加算する。扶養親族

等の数が６人以上の場合は、扶養親族１人につき加算する額を38万円（扶養親族等が老人控除対象

配偶者又は老人扶養親族であるときは、44万円）を加算した額とする。

扶養親族等の数 前年度所得額

 ０人

  １
  ２
  ３
  ４

 ５

858.0 万円

896.0   
934.0     
972.0     

1,010.0     
1,048.0     
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(2) 家庭生活等の支援

ア 職員住宅等維持管理費 74,170,249円 県

令和６年３月に策定した第３次静岡県職員住宅管理計画に基づき、県の業務遂行における

要因等により職員が入居する職員住宅の管理及び維持補修並びに廃止する職員住宅の処分を行

った。

既存の職員住宅の維持補修に当たっては、専門的な知識を有する者による的確迅速な事務執

行を図るため、東京地区を除く職員住宅の維持補修及び設備の保守管理業務を民間事業者に委

託している。

また、空室の有効活用のため、教育委員会・警察本部との共同利用を実施している。

令和６年度末における管理戸数は、幹部職員用住宅22戸、世帯用住宅181戸、単身用住宅

192戸、合計395戸となっている。

○職員住宅管理戸数 （単位：戸） （令和７年３月31日現在）

＊借上住宅

地 区 幹部職員用
一 般 職 員 用

合計
世帯用 単身用 計

下 田 36 92 128 128

熱海＊ ２ ０ ２

静 岡 20 133 100 233 253

東 京 12 12 12

合 計 22 181 192 373 395
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職員公舎管理状況（令和７年3月31日現在）

用途

区分
公 舎 名

建設

年度

工 費

（千円）

左の

財源
構造

戸数

（戸）

１戸当専用

居住面積（㎡）
間 取

幹

部

職

員

用

住

宅

大岩 Ａ・Ｂ Ｈ４ 214,200 県費 RC2F 2棟 4 144.98 6畳×2、8畳、洋間×2、LDK

西千代田 Ｒ３ 372,108 〃 RC3F 16 65.65 3ＬＤＫ

アーバンヒルズ熱海 Ｈ２ － － RC7F 2 27.32、28.63 1ＤＫ、1Ｋ

計 22

一

般

職

員

住

宅

丸子 Ｅ・Ｆ Ｈ９ 1,350,153 県費 RC4F 2棟 24 74.86 〃

〃 Ｇ Ｈ11 969,650 〃 RC4F 24 74.86、74.33 〃

〃 Ｈ Ｈ12 893,173 〃 〃 24 〃 〃

安東 Ａ Ｓ63 154,800 〃 RC3F 12 63.49 〃

安東 Ｂ Ｈ３ 152,600 〃 〃 9 64.72 〃

曲金 Ｈ７ 917,014 〃 RC5F 40 73.66 〃

下田 中村 Ｓ44 20,600 共済 RC4F 8 52.30 6畳、4.5畳×2、DK

〃 中 Ｓ47 50,822 〃 〃 16 48.05 〃

〃 高馬 Ｃ

Ｓ54 143,562 〃 R3F

6 79.47 6畳×3、DK

〃 〃 Ｄ 6 60.87 6畳×2、DK

東京 Ａ・Ｂ Ｓ60 197,962 〃 RC3F 1棟 12 62.56、63.16 6畳×3、DK

計 181

単

身

者

用

住

宅

城北 Ｓ62 181,347 県費 RC3F 24 37.72 6畳、DK

草薙 Ａ Ｈ２ 179,800 〃 〃 18 〃 〃

〃 Ｂ Ｈ４ 242,900 〃 〃 18 〃 〃

大岩 Ｈ８ 444,315 〃 RC4F 40 31.53 1Ｋ

下田 中単住 Ｓ50 47,506 共済 RC2F 12 25.32 6畳、DK

〃 高馬 Ａ Ｓ53 116,753 〃 RC3F 24 〃 〃

〃 〃 Ｂ Ｓ54 116,753 〃 〃 24 〃 〃

〃 大賀茂 Ｈ３ 406,800 県費 RC4F 32 45.17 〃

計 192

合 計 395
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貸付料

月 額

土 地
住 所 備 考

面 積（㎡） 所有者

43,600 1,308.18 県 静岡市葵区大岩本町25-19,17

36,600、37,100 1,949.90 〃 〃 〃 西千代田町10-14

70,000、74,405 27.32、28.63 個人 熱海市咲見町5-11

37,100

7,719.50 県 静岡市駿河区丸子３丁目2-337,200、37,100

37,200、37,100

25,300

2,239.25 〃 〃 葵区安東１丁目17-21

28,300

30,200 4,292.68 〃 〃 駿河区曲金１丁目6-32

14,100 724.00 個人 下田市中485 借地料年額 675,492円

14,700 単住を含む 1,349.99 〃 〃 東中12-12 借地料年額 1,699,636円

25,700
Ａ・Ｂ含む

4,192.84
〃 〃 高馬7-6 借地料年額 2,998,898円

20,400

21,400、21,700 1,034.88 県 東京都大田区山王4丁目1-17

15,100 1,104.14 県 静岡市葵区安東２丁目7-6

15,200

2,164.80 〃 〃 清水区草薙２丁目19-57

16,400

16,000 1,894.14 〃 〃 葵区大岩町4-98

7,700 下田中に含まれる 個人 下田市東中12-13

9,600

下田高馬Ｃ・Ｄに含まれる 〃 〃 高馬7-6

9,600

16,800 3,109.51 〃 〃 大賀茂216-1 借地料年額 2,235,737円
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(3) 職場環境づくりの支援

ア 職員被服等貸与費 5,680,929円 県

「静岡県職員被服等貸与要綱」に基づき職員の勤務条件及び業務能率の向上を図るため、各

種現業的業務等に従事する職員に一般作業衣、白衣その他の被服を貸与した。

(ｱ) 貸与品目 56種類（一般作業着、夏作業着、白衣、トレーニングウエア等）

(ｲ) 貸与数量 4,248

令和７年３月31日現在の貸与状況は次のとおりである。

○被服貸与状況表（令和７年３月31日現在）

品 目 貸 与 職 種
R６年度

貸与数量
貸与期間

一般作業衣

夏作業衣

白衣（夏・冬）

防寒衣

雨合羽

トレーニングウエア（上下）

綿作業衣（上下）

前掛（ゴム）（エプロン）

防寒衣（船員用・養鱒用）

雨合羽（船員用）

予防衣

看護衣（夏・冬）

帽子

ズック靴

ゴム長靴（黒・白）

地下足袋

安全靴

作業靴

トレッキングシューズ

ゴム長靴（食肉・畜産・船員）

看護靴

白作業衣(上下)

運転手用制服

食肉用白衣

水中作業衣

防寒ベスト

綿防寒衣

作業用手袋（革・防振）

技師・業務員・用務員等

技師・業務員・運転手等

試験研究機関・保健所の技師

畜研技師等

農林・研究所の技師・土木業務員等

児童・身障指導員

職業訓練指導員

畜研・中小家畜研の技師・業務員

水研船員

水研船員

看護専門学校の技師

看護専門学校の技師

職業訓練指導員等

業務員・用務員・研究所技師等

業務員・用務員等

土木事務所・農研・業務員等職訓

計量検定所技師等

土木事務所技師・業務員等

農林事務所技師等

畜研・水研等の技師・業務員

看護専門学校技師

食肉衛生検査所等の技師・業務員

運転手

食肉衛生検査所等の技師・業務員

水産・海洋技術研究所富士養鱒場等

食肉衛生検査所職員

浜松技術訓練校、工科短期大学校等

畜産技術研究所職員

1,442

751

61

307

233

133

14

57

８

13

19

43

63

217

260

23

73

28

257

108

29

34

３

26

３

８

１

34

12～60月

12～48月

12～36月

24～60月

12～60月

36～48月

24月

24月

36月

12月

12～24月

12～24月

12～36月

12～24月

12～36月

12月

24～36月

12～48月

24～48月

12月

12月

12月

24～48月

12月

24月

36月

60月

24月
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イ 乳幼児一時預かり施設設置運営費 6,979,125円 県

職員等の子育て環境の整備及び子育て世代の社会参加の促進を図るため、職員等と県庁来庁

者の子等である乳幼児の一時預かり施設「ふじさんっこクラブ」の運営を行った。

(ｱ) 概要

(ｲ) 利用状況

（令和６年４月１日～令和７年３月31日 運営日数 242日 単位：人）

ウ 職員厚生事業費（再掲） 223,644,156円 県

(ｱ) 職員福利厚生対策事業費（再掲） 31,825,989円 県

仕事と子育て・介護との両立ができる職場環境づくりを進めるため、職員の抱える子育て及

び介護に関する不安や悩みに対して問題の解決に資するため相談窓口を設置し、適切な情報提

供や助言等を行った。

また、相談業務以外にも、介護をしながら働く上で必要な介護保険制度や県の支援制度につ

いて周知するため、介護セミナー等を開催した。

ａ 概要

ｂ 相談件数 （令和６年４月１日～令和７年３月31日 単位：件）

ｃ 介護セミナー等の開催

区 分 内 容

設置日・場所 平成26年12月17日（水）・県庁西館２階

施設概要
保育室、乳児室兼ほふく室、幼児用トイレ、シャワー他70.56㎡

個別空調、床暖房完備、内装に県産木材使用

利用対象者
県職員等及び県庁に用事のある来庁者の乳幼児

（生後６ヶ月～就学前まで）

開設時間等 月～金曜日（祝日、年末年始除く）午前８時～午後６時30分

利用料金
県職員等 ３歳未満2,000円/日、３歳以上1,000円/日（半日半額）

来庁者 無料

区 分 県職員等 来庁者等 合 計 １日平均

利用人数 692 32 724 3.0

区 分 内 容

設置日・場所 平成27年６月１日（月）・職員厚生課内

対象者 県職員（会計年度任用職員・臨時職員等も含む）及びその家族

相談方法 電話・面接・メールで相談に応じる

区 分 子育て 介護 合 計

相談件数 31 134 165

区 分 開催回数 参加人数 備考

介護セミナー 17 253

ライフプランセミナー － －
（40歳対象）

ＤＢで資料公開

ライフプラン講習会 １ 122
（54歳対象）

会場集合型１回と動画公開
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(4) リフレッシュ活動の支援

ア 職員厚生事業費（再掲） 223,644,156円 県

(ｱ) もくせい会館管理運営費 107,146,859円 県

県及び市町職員の研修施設である自治研修所と職員の福利厚生を目的とした職員会館の複

合施設「静岡県総合研修所もくせい会館」の維持管理・運営を行った。

県は、会館全体の維持管理や修繕等を行い、職員会館の運営業務は行政財産使用許可に

基づき一般財団法人静岡県職員互助会が行っている。

ａ もくせい会館の概要

ｂ 運営方法等

（使用許可） （委託）

県 互助会 管理運営業者

メンテナンス業者（清掃、警備・設備保守管理等）

（委託）

ｃ 費用の負担

○光熱水費 ○修繕費

○委託費

ｄ 職員会館利用状況の概要（令和６年度）

(5) 厚生年金等の給付

ア 職員厚生事業費（再掲） 223,644,156円 県

(ｱ) 職員福利厚生対策事業費（再掲） 31,825,989円 県

(ｲ) 共済組合事務費負担金 84,671,308円 県

区 分 内 容

所 有 県

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造、地上６階、地下１階

面 積

延建築面積 12,701.68㎡

自治研修所 4,706.97㎡

内訳 職員会館 4,368.15㎡（宿泊室、会議室等）

静岡県立大学グローバル地域センターほか１団体

349.59㎡（使用許可部分）

共用部分 3,276.97㎡

県 自治研修所部分・共用部分 県 自治研修所部分

互助会 職員会館部分 互助会 職員会館部分

使用許可団体 使用許可部分 県 7/8 互 1/8 共用部分、設備

県 設備保守、警備、研修所部分と共用部分の清掃等

互助会 職員会館部分の清掃等

使用許可団体 設備保守、警備、使用許可部分の清掃等

施設 宿泊室 会議室 多目的ホール 和室 体育館 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ

利用人員 99人 1,003回 224回 246回 1,820回 67人

前年度比 235.7％ 88.9％ 93.7％ 138.2％ 101.2％ 51.5％
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厚生年金等の給付を確実に行うため、地方職員共済組合と連携し、給料記録システムの整備、

年金情報の提供などを行うとともに、便宜供与として、職員を共済組合の業務に従事させた。

(6) 退職後の生活安定のための支援

ア 一般職員恩給費 1,612,950円 県

イ 警察職員恩給費 25,518,398円 県

共済年金制度発足（昭和37年12月１日）以前に退職した県職員・警察官等及びその遺族に

対し、恩給法に基づき、恩給・退隠料・扶助料を支給した。

○恩給・扶助料の支給実績(人員は定期支給した延人数) （単位：人、円）

(7) 共済組合・互助会の運営

ア 職員厚生事業費（再掲） 223,644,156円 県

(ｱ) 職員福利厚生対策事業費（再掲） 31,825,989円 県

(ｲ) 共済組合事務費負担金（再掲） 84,671,308円 県

地方公務員等共済組合法の規定に基づき、短期給付（健康保険）並びに長期給付（年金）に

要する事務経費（業務経理分）及び特定健康診査等に要する経費を負担するとともに、便宜供

与として、職員を共済組合事務に従事させた。

また、便宜供与として、職員を互助会の業務に従事させた。

○地方職員共済組合静岡県支部事務費負担 （単位：千円）

(8) 常勤職員の公務・通勤災害の認定

常勤職員の公務・通勤災害について、便宜供与として、職員を地方公務員災害補償法によって

設立された地方公務員災害補償基金の業務に従事させ、公務・通勤災害の認定、補償金額の決定、

その支払い等を行った。

(9) 損害賠償責任関係事務

公用車等による交通事故について、県の損害賠償責任の認定等を行った。

区 分
令和４年度 令和５年度 令和６年度

人員 支給額 人員 支給額 人員 支給額

一般文官関係 ８ 1,582,200 ８ 1,582,200 ８ 1,612,950

条例職員関係 ０ ０ ０ ０ ０ ０

一般職員合計 ８ 1,582,200 ８ 1,582,200 ８ 1,612,950

警察職員関係 171 40,454,250 141 32,733,416 104 23,944,800

総 計 179 42,036,450 149 34,315,616 112 25,557,750

令和５年度 令和６年度

負担額（旧福利厚生課執行分） 78,659 82,638

負担額（旧健康指導課執行分） 2,005 2,034

計 80,664 84,672
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(10) 会計年度任用職員等の公務・通勤災害の認定

ア 非常勤職員等災害補償費 761,627円 県

会計年度任用職員等の公務・通勤災害については、各地方公共団体が、地方公務員災害補償

法に基づき、それぞれ条例で補償制度を定めることとされている。本県においては、「静岡県議

会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例」が制定されており、これに基づ

いて補償の実施機関が定められ、補償が行われている。

知事が実施機関となっているものの令和６年度の補償状況は、次のとおりである。

（注）療）は療養補償費、役）は役務費である。

(11) 災害補償基金支部審査会の運営

地方公務員災害補償基金静岡県支部審査会の事務局として、審査請求事案の整理、審査会委員

との調整、審査会の開催等を行った。

災害認

定年度
区分

被災当時

所属・職名
傷病名 災害の概要 補償額（円） 備考

令和

３年度

公務災害 健康福祉部

民生委員・

児童委員

右大腿骨頚部

骨折

地域の見守り活動中、下り坂

で自転車のハンドルを取ら

れ、ブロック塀に接触し転倒

して受傷した

療） 5,094

令和

５年度

公務災害 知事直轄組

織

統計調査員

左上腕骨顆部

骨折

左手挫傷

右手挫傷

両手挫創

調査票を取集して敷地から出

る際に駐車場の段差で転倒し

て受傷した

療） 5,771

役) 8,980

公務災害 知事直轄組

織

統計調査員

顔面外傷、顔

面打撲挫創、

右眼瞼皮下

出血、右眼部

打撲傷、右肩

挫創・打撲

右手打撲

調査区の確認中に訪問した住

宅の玄関前の雑草に足をすべ

らせ転倒し、頭部と顔面、両

手指、右肩を打って受傷した

療）628,746

役) 5,890

令和

６年度

公務災害 交通基盤部

会計年度任

用職員

右母趾打撲

挫創

台車運搬中、停止のために手

前に引いた際、台車右後部の

金具部分が右母趾に接触し受

傷した

療） 21,376

公務災害 くらし・環

境部

会計年度任

用職員

右第５趾末

節骨骨折

キャンペーン活動中、床に直

置きしたコンテナに右第５趾

を勢いよくぶつけて受傷した

療） 40,128

公務災害 知事直轄組

織

統計調査員

左膝蓋骨

骨折･胸部

打撲

調査区内の歩道の側溝

の蓋段差につまづき転

倒して受傷した

療） 45,642

合計 761,627
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(12) 安全衛生管理体制の整備及び安全衛生意識の向上に関する事項

職員健康指導事業費 129,376,730円 県

〔内 委託料37,594,211円〕

衛生管理者の免許取得の促進

職場の衛生管理の充実を図るため、衛生管理者の選任が必要な職場について、資格免許取得に

係る講習会の参加及び取得試験受験の費用を負担する等、免許取得の促進を図った。

受験者 10人

合格者 ６人（合格率 60.0％）

(13) 疾病の予防と早期発見及び健康の保持増進に関する事項

ア 職員健康指導事業費（再掲） 129,376,730円 県

〔内 委託料37,594,211円〕

(ｱ) 健康診断事業

職員の健康状態を定期的に検査することによって疾病の早期発見に努め、早期治療を促進す

るとともに、生活習慣病の予防等、職員の健康の保持増進を図ることを目的として、次のとお

り健康診断を実施した。

ａ 定期健康診断

職員の健康を保持するため、定期健康診断を実施した。

(a) 定期健康診断の内容

(b) 健康診断システム 別図１のとおり

(c) 実施時期 ６月～10月

(d) 実施結果 別表１のとおり

ｂ 特別健康診断

労働安全衛生法第66条第２項に基づき、環境放射線監視センター等の放射線業務に従事す

る職員など特定の11業務に従事する職員に対し、特別健康診断を実施した。

・ 特別健康診断実施結果 別表２のとおり

(ｲ) 長時間労働による健康障害防止のための医師による面接指導等

「過重労働による健康障害防止のための総合対策について」（平成18年3月17日付け厚生労

働省通知）を踏まえ、平成18年４月１日から施行した「長時間労働による健康障害防止のため

の医師による面接指導等実施要領」に基づき、一定時間以上の時間外勤務を行った職員及びそ

検 診 種 類 対 象 者

一般検診 30歳未満の職員（雇用時健康診断対象者を除く。）

成人病検診 30歳以上の職員（指定年齢検診対象者を除く。）

指定年齢検診

40歳、45歳、50歳、55歳、59歳（医師・歯科医師、農林専

門職大学の大学教育職職員を除く）、64歳（医師・歯科医師、

農林専門職大学の大学教育職職員）、（派遣戻り職員）

雇用時健康診断 30歳未満で新たに採用された職員

人間ドック（共済） 35歳以上の希望する職員
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の所属長に対して、医師による面接指導等を実施した。

(ｳ) 保健指導

定期健康診断の結果等により、職員健康管理審査会が必要と認めた者等を対象に、医師、保

健師、栄養士等による個別指導、集団指導を実施した。

・ 保健指導実施状況 別表３のとおり

(ｴ) 特定健康診査及び特定保健指導の実施

医療保険者である地方職員共済組合には、平成20年度から40歳以上の加入者（組合員及び

その被扶養者）にメタボリックシンドロームの概念を導入した特定健康診査及び特定保健指導

の実施が義務付けられている。特定健康診査（職員本人は従来の健康診断で対応）の結果、指

導の対象となった者に対して、食生活や運動習慣等、生活習慣の改善を目的とした保健指導を

実施した。

(ｵ) 健康相談及び電話相談

職員が、疾病の早期発見、早期治療に努め、心身の健康の保持増進を図ることにより、健康

で快適な生活を送れるよう職員健康相談を実施した。

(14) 心の健康づくりの支援に関する事項

ア 職員健康指導事業費（再掲） 129,376,730円 県

〔内 委託料37,594,211円〕

行政ニーズが多様化、複雑化する中で、職員のメンタルヘルス対策が喫緊の課題となって

いることから、職員の心の健康を保持増進するための事業を実施した。

(ｱ) 管理監督者メンタルヘルス研修会

管理監督者として職場のメンタルヘルスの重要性を認識するとともに、職場のメンタルヘル

スの向上を図るため、管理監督者を対象として研修会を開催した。

ａ 本庁課長以上、出先機関の長を対象（管理監督者メンタルヘルス研修会Ⅰ）

区 分 実 施 場 所 実施時期等 利用人員（人）

定例健康相談

東館15階職員健康相談室

（医療・栄養・保健）

4～9月第４月曜日

10月～3月第２・４月曜日
38

東館15階職員健康相談室

(精神保健)

毎月第１水曜日

毎月第３木曜日他

45
富士総合庁舎 （精神保健） 4・ 8・12月第１木曜日

東部総合庁舎 （精神保健） 6・10・ 2月第２木曜日

浜松総合庁舎 （精神保健） 5・ 9・ 1月第４木曜日

中遠総合庁舎 （精神保健） 7・11・ 3月第４木曜日

東部総合庁舎 （医療・保健） 毎月第３木曜日他 75

静岡総合庁舎他（医療・保健） 毎月第２火曜日他 69

中遠総合庁舎他（医療・保健） 毎月第３水曜日他 52

浜松総合庁舎 （医療・保健） 毎月第２火・水曜日他 61

随 時 相 談 （ 面談・電話・メール相談等 ） 740

計 1,205
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研修動画の視聴による研修

b 新任の本庁の課長及び出先機関の課長を対象（新任管理者研修）

自学自習

ｃ 新任の課長代理を対象（新任課長代理研修）

天候により自学自習

ｄ 新任の班長、主幹等を対象（新任監督者研修）

(ｲ) メンタルヘルスセミナー

全職員を対象にセミナーを実施（各衛生委員会と共催）

(ｳ) 新規採用職員に対する所属での個別面談

入庁直後の新規採用職員のストレス状況を把握するために、所属での個別面談を実施し、気

になる職員については健康指導課と情報共有し、必要に応じて所属と連携しながら支援した。

(ｴ) 新規採用職員研修

メンタルヘルスの基礎知識等を習得させるため、新規採用職員研修の前期に研修科目名「こ

ころと身体の健康」を30分、後期に｢こころの健康｣を30分の講義形式でそれぞれ実施した。

「こころの健康」講義の中で疲労蓄積度チェックを実施し、その結果に基づき保健師等との面

談を勧め、面談を希望しない者には相談窓口を案内するなど支援を行った。

実施時期 場 所 実施対象者(人) 内 容

９～10月 － 375
講演「魅力ある職場づくり つながりの

ある関係性をつくる」

実施時期 場 所 実施対象者（人） 内 容

４月 － 120
これだけは知っておきたい職員の健康管

理～メンタルヘルスを中心に～

実施時期 場 所 実施対象者（人） 内 容

５月 － 68
職場のメンタルヘルス～課長代理の役割

～

実施時期 場 所 実施対象者（人） 内 容

５月 県庁 135 快適職場と健康管理

実施会場数 実施延日数 受講者数(人)

13カ所 13日間 195

学びばこ視聴 158日間 286

実施時期 実施対象者（人） 実施者数（人）

４月中旬～５月中旬 221 220
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(ｵ) ４年次職員研修（人事課と共催）

４年次職員研修時に個別相談及びグループワークを実施し、対応が必要と判断された者につ

いて、カウンセリング等の専門機関を紹介する等の支援を行った。

(ｶ) キャリア開発研修Ⅱ

新たに副班長級に昇任した職員を対象に、改めて自らの健康管理・維持の重要性について認

識を促す研修を実施した。

(ｷ) 職場復帰支援

職場復帰受け入れ取扱要領に基づき、主治医との連携や職場復帰相談医からの指導・助言を

得ながら所属への支援を行い、長期療養者の円滑な職場復帰及び再発予防に努めた。

ａ 対 象

精神疾患による療養期間が30日を超える者

身体疾患による療養期間が30日を超える者

ｂ 実施内容

(a) 主治医面接：療養期間が30日を超えたとき、職場復帰訓練開始前、職場復帰１月後等に

面接

(b) 職場復帰相談医への相談：所属衛生担当者が職場復帰前、職場復帰３月後等に相談

(c) 衛生担当者等からの相談：来所・電話・メールによる相談に対応

(d) 衛生担当者等メンタルヘルス座談会：長期療養者のいる所属衛生担当者等を対象に実施

回次 月 日 受講者数（人）

前期

第１回 ４月12日 56

223
第２回 ４月19日 57

第３回 ４月26日 56

第４回 ５月10日 54

後期

第１回 ６月11日 54

202
第２回 ６月13日 50

第３回 ６月18日 49

第４回 ６月20日 49

月 日 受講者数（人）

第１回 ８月20日 31

117
第２回 ８月22日 24

第３回 ９月10日 34

第４回 ９月12日 28

月 日 受講者数（人）

第１回 ７月４～５日 40

144
第２回 ７月９～10日 36

第３回 ７月11～12日 38

第４回 ７月17～18日 30
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ｃ 令和６年度実績

(a) 主治医面接

(b) 職場復帰相談医への相談

(c) 相談の実績（衛生担当者等からの相談）

(d) 衛生担当者等メンタルヘルス座談会

(ｸ) ストレスチェック事業

職員自身のストレスに対する気づきやストレスへの対処に関する支援と、職場環境の改善を

通じて、職員がメンタルヘルス不調となることを未然に防止することを目的に実施した。

ａ 対 象

知事、議会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、労働委員会、収用委員会及び海区

漁業調整委員会の事務部局に勤務する一般職の職員（任用期間が１年未満の職員又は勤務時

間が常勤職員の１週間の勤務時間の４分の３に満たない職員を除く。）

ｂ 実施状況

(a) 検査の実施方法

健康管理システム上で、職業性ストレス簡易調査票（57項目）に回答。

健康管理システムが使用できない職員（派遣中の職員、会計年度任用職員）については、

電子フォームで回答。

(b) 回答期間

令和６年７月17日（水）～令和６年７月29日（月）

区 分 実人員（人） 延人員（人）

主治医面接 106 183

療養開始 51

職場復帰前 75

職場復帰１月後 39

その他 18

区 分 実人員（人） 延人員（人）

職場復帰相談医への相談 80 117

職場復帰前 62

職場復帰３月後 47

その他 8

来所相談（延べ人数）（人） 電話・メール（延べ人数）（人） 再掲(本人・家族相談)（延べ人数）

202 627 169

実施時期 実施対象者（人） 内 容

６月 44
衛生担当者同士の意見交換と産業医・精神科医から

の助言
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(c) 検査受検率

ｃ 高ストレス者への対応

厚生労働省が例示した基準に基づき、高ストレスと判定された職員には、カウンセラー（外

部委託）による面接を勧奨、実施した。また、必要に応じて医師による面接指導を勧奨、実

施した。

ｄ 集団分析

各部局、データ数が10以上の所属長に集団分析結果を配布した。

全所属に職場環境の改善に関するアクションリストを配布するとともに、相談窓口に関す

る情報提供を行った。

ストレスによる問題発生のおそれがあると判断された所属に対し、総括産業医との面談を

実施した。また、そのうち総括産業医から指示のあった所属に対してはカウンセラーを講師

に、職場環境改善のためのグループワーク（２回コース）や所属長との意見交換会を実施し

た。

(ｹ) ストレス・カウンセリング

ストレス反応に気づいた職員及びその家族が、早期に専門家のカウンセリングを受け問題の

解決を図ることにより、こころの健康が保持増進されるよう、ストレス・カウンセリングを実

施した。

ａ 対 象 職員及び職員の配偶者

ｂ 実 施 機 関 ㈱フジＥＡＰセンター

ｃ カウンセリングの従事者 公認心理師等

ｄ カウンセリングの種類 面談（50分）、電話・オンライン（50分以内）、Ｅメール

ｅ 利 用 状 況 延べ224件

(15) 執務環境の改善

職場巡視の実施

安全衛生対策を一層推進するため、衛生委員会のない50人未満の所属を対象に、職場巡視を実

施した。

(16) 診療所の経営

職員の健康保持増進のため、地方職員共済組合静岡県支部と連携して県庁診療所の運営を支援

した。

対象数 受検者数 受検率

5,776人 5,655人 97.9％

実施日 場所 結果

８月７日 埋蔵文化財センター 概ね良好

２月12日 沼津土木事務所御殿場支所 概ね良好
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３ 評価、課題及び改善

(1) 評価

ア 福利厚生事業

令和３年に策定した第７次静岡県職員等ライフプラン推進計画に基づき、職員の充実したラ

イフプランの実現に向けて各種の福利厚生事業を実施した。

退職後のライフプランづくりを支援する講習会（セミナー）においては、厚生年金の資料も

配付しつつ、生涯生活設計支援のための情報提供を行った。職員が参加しやすいよう会場集合

型と動画視聴を実施した。同セミナー参加者のアンケート調査における「参考になった」の割

合は合計で97.6％であった。

職員住宅においては、令和５年度末に新たに策定した第３次職員住宅管理計画に基づき、適

切な維持管理を行なうとともに、老朽化した住宅の処分、教育委員会及び警察本部との共同利

用の推進を行なった。

仕事と子育て・介護の両立支援において、庁内一時預かり保育施設の令和６年度の１日の平

均利用人数は3.0人であった。

また、子育て・介護相談窓口では個別相談に応じるとともに、介護離職を防ぐ職場づくりを

目指し県庁や総合庁舎等で介護セミナーを実施し、令和元年度以降最も多い253人の職員が参

加した。

イ 健康指導事業

健康に関する研修・啓発や保健指導等を実施するとともに、健診受診状況の確認と受診勧奨

を適時に行うことにより、令和６年度の職員定期健康診断の受診率は100％であった。また、

医療を要しない健康管理区分者の率が令和６年度は32.4%と、前年度に比べて6.3％減少した。

メンタルヘルス相談やストレスチェック、心の健康に関する研修・啓発等を実施したが、職

員に占めるメンタルヘルス不調による長期療養者の割合は増加傾向にあるが、令和６年度は

1.99％と、前年度に比べて0.09％減少した。なお、全都道府県の平均との比較が可能な令和５

指標名
現状値

（2020 年度）

実績 目標値

（2025 年度）2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度

ライフプランづくり

への支援

（ライフプランセミ

ナー参加者のアンケ

ート調査結果）

「大変参考になった」

「ある程度参考にな

った」の割合

年度末退職予定職員

100％

54歳職員

94.0％

40歳職員

94.8％

年度末退職予定職員

98.3％

54歳職員

95.7％

40歳職員

97.8％

年度末退職予定職員

100％

54歳職員

100％

40歳職員

100％

年度末 60 歳の職員

99.4％

54歳職員

100％

40歳職員

98.4％

年度末 60 歳の職員

97.6％

54歳職員

97.6％

40歳職員

92.1％

（毎年度）

95％以上

職員に占めるメンタル

ヘルス不調による長期

療養者の割合

※（ ）内は、人数

1.60%

(96人)

1.80%

(108人)

1.98%

(119人)

2.08%

(124人)

1.99%

（118人）

(期間中

毎年度)

全都道府

県の平均

以下
（参考）全都道府県の

平均
1.59% 1.76% 2.00% 2.14%

2025 年 12 月

公表予定
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年度時点では、全都道府県の平均とほぼ同じ水準であった。

(2) 課題

ア 福利厚生事業

これまで、退職前（60歳）の職員を対象にして実施していた講習会は、定年の段階的引上げ

を踏まえて、講習会の対象年齢や内容について検討が必要である。

職員住宅については、災害時対応など県の重要な課題に対応するための住宅を確保し、適切

な維持管理を行うとともに、老朽化した住宅の廃止や空室の解消など財産の有効活用を図る必

要がある。

介護セミナーのアンケート結果から、個人の状況により必要とする介護情報が多岐にわたり

様々な不安も抱えていることがうかがえ、ニーズに応じた支援を提供する必要がある。

イ 健康指導事業

要医療に区分される職員の割合は令和３年度から減少傾向にあるが、50歳以上では半数を超

える者が何らかの医療を要する状況にある。今後定年引上げにより年齢が高い職員の増加が見

込まれることから、健康診断の結果に基づく精密検査対象者への受診勧奨や保健指導の充実を

図る必要がある。

メンタルヘルス不調による長期療養者については、全国的に増加傾向にあり、本県でも同様

の状況にある。特に20～30歳代及び50歳代の長期療養者割合が高い傾向にあるため、若年層

への対策の強化、身体面の不調が精神面に影響を与えるケースがある50歳代への対策強化が

必要である。また、長期療養者が増加する中で、円滑な職場復帰と再発の防止に向けた取組を

強化する必要がある。

(3) 改善

ア 福利厚生事業

ライフプランづくりを支援する講習会については、令和6年度のアンケート結果を基に、当

分は現状のまま実施していくが、退職制度の変更による働き方や社会情勢の変化等を踏まえて、

最新の情報を適切に提供できるよう、講習会の内容やタイミング等については必要に応じて見

直していく。

職員住宅については、第３次職員住宅管理計画に基づき、今後も管理する職員住宅における

計画的な修繕等による入居者の生活基盤を確保し、老朽化した住宅の処分、教育委員会及び警

察本部との共同利用を推進する。

介護セミナーでは、介護に備えるための心構えや支援制度などの知識や情報を幅広く提供す

るとともに、職員の不安を解消できるよう相談窓口を周知し、相談内容に応じた適切な窓口に

つなげるよう支援していく。

イ 健康指導事業

当課事業の大半が法令等により義務付けられたものであり、今後も法令等の趣旨にのっとり、

適正に事業を遂行していく。

健康診断の結果により、健康上のリスクがあると思われる職員に対しては、早期に受診・保
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健指導に結び付けるため、データの増悪や体重の増減に着目し、動機付けの方法等を工夫した

働き掛けを強化していく。また、保健指導の実施者を増やすため、保健指導へのオンライン活

用を進めていく。

メンタルヘルス対策については、令和４年３月に策定した心の健康づくり計画の第３期計画

（令和４～８年度の５か年計画）に基づき、一次予防（メンタルヘルスの保持増進と不調の未

然防止）、二次予防（メンタルヘルス不調の早期発見・早期対応）、 三次予防（円滑な職場復

帰と再発防止）の３つの段階の対策を総合的に実施する。特に若年層のメンタルヘルス対策、

不調の未然防止と職場環境の改善、円滑な職場復帰と再発防止に取り組む。

また、令和６年度の中間評価で、長期療養となる要因を改善するため、特に精神障害の発症

リスクを高める睡眠の問題について、普及啓発とモニタリングを実施する。

(ｱ) 若年層のメンタルヘルス対策

・新規採用職員に対する所属による個別面談の実施

・階層別研修を活用したセルフケア啓発と心の健康状態の把握（新規採用職員研修、４年次

職員研修）

(ｲ) 不調の未然防止と職場環境の改善

・高ストレス者を対象としたカウンセラーや産業医による面接の勧奨強化

・高ストレス所属を対象とした職場環境改善のためのグループワークの実施

(ｳ) 円滑な職場復帰と再発防止

・主治医面接への同行等の職場復帰支援の実施

・職場復帰後における職員との面談の強化（特に初回療養者への面談を強化する）

(ｴ) 睡眠についての普及啓発とモニタリング

・睡眠の問題について、職員の理解と行動変容の促進を図る啓発

・「睡眠時間が不足している職員の割合」「よく眠れない職員の割合」をモニタリング

今後も行政ニーズが多様化、高度化していく中で、職員一人ひとりが質の高い行政サービス

を提供できるよう、職員自らが健康で活力に満ち、安心して職務に専念できる環境を整えるた

め、地方職員共済組合等の団体と連携し、事業の実施に努めていく。
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（別図１）

健   康   診   断   シ   ス   テ   ム   図

（令和６年度）

  事　業 対象者及び実施種目

→ （異常なし） 異常検査

３０歳未満の職員 項目に → （異常なし）

（雇用時健診を除く） ついての

※15種(対象年齢等あり） → （異常あり） 精密検診 → （異常あり）

（治療中）

３０歳以上の職員 → （異常なし）

（指定年齢検診 （診断書）

を除く）

※19種(対象年齢等あり） → （異常あり）

保健指導が

指定年齢 必要と認め

４０歳 られた職員

４５歳 → （異常なし）

５０歳

５５歳

５９歳（医師・歯科医

師、農林専門職大学 個別に医療機関に受診

の大学教育職職員を 精密検査等を実施

除く）

６４歳（医師・歯科医 → （異常あり）

師、農林専門職大学

の大学教育職職員）

(派遣戻り職員)

※21種

雇

用30歳未満の新規採用 → （異常なし）

時

健職員

康

診※16種（対象年齢等あり） → （異常あり）

断
　　（異常なし） 　（異常あり）

３５歳以上の希望者 → （異常なし）

（指定年齢除く）

※21種 → （異常あり） 労働安全衛生法

第６６条第２項

に該当する有害

５１歳以上の希望者 業務等に従事

する職員

（55歳を除く） ※実施項目は、

健診種別により

異なる

健康管理区分

勤　　務　　措　　置　　の　　基　　準 　　

 区分 基　　　準　　　の　　　内　　　容　　　  区分   

Ａ 休養のため、必要な期間勤務を休止させる。 医師による治療を必要とする。

勤務時間を短縮し、時間外、休日、宿日直勤務及び長期又は遠方への

出張をさける。また必要に応じ、勤務場所、勤務内容の変更を行う。 医師による定期的な経過観察

勤務をほぼ平常に行ってよいが、症状によっては時間外、休日、宿日 を必要とする。

直勤務及び長期又は遠方への出張等勤務に制限を加える必要がある。 医療を全く必要としない。

Ｄ 平常の勤務でよい。

健康管理審査会
（健康管理区分の判定）

医 療 指 導 の 基 準

基 準 の 内 容

一

般

検

診

精

密

検

診

成

人
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別表２　特別健康診断実施結果
（令和６年度）

対象者数 受診者数 要医療者

(人) (人) (人)

第１回 4 4 0

第２回 4 4 0

第１回 28 28 1

第２回 27 27 1

新規従事者
（4月実施） 0 0

第１回 71 71 1

第２回 71 71 1

第１回 135 135 3

第２回 135 134 3

第１回 20 20 0

第２回 20 20 0

じん肺業務従事者健診 8 8 0
工科短期大学校、工科短期大学校沼津
キャンパス、あしたか職業訓練校

レーザー業務従事者健診 6 6 0 浜松工業技術支援センター

１次 169 169

２次 5 3 0

１次 5,956 5,956

２次 463 399

と畜検査業務従事者健診 29 29
食肉衛生検査所、中小家畜研究セン
ター、健康福祉センター、農林事務所等

採血業務従事者健診 59 59 健康福祉センター

※要医療者は、「治療」及び「治療継続」となった者を計上

区分 種 別 対象所属

潜水業務従事者健診 水産海洋技術研究所伊豆分場

放射線業務従事者健診

健康福祉センター、環境放射線監視セン
ター、工業技術研究所、環境衛生科学研
究所、工業技術支援センター等

※新規に従事する職員のみ４月にも健診
を実施。

特定化学物質取扱業務
従事者健診

環境放射線監視センター、健康福祉セン
ター、工業技術研究所、環境衛生科学研
究所、工業技術支援センター等

有機溶剤取扱業務
従事者健診

健康福祉センター、工業技術研究所、環
境衛生科学研究所、食肉衛生検査所等

石綿取扱業務従事者健診 健康福祉センター

法
定
外
（
通
達
）

腰痛健診
磐田学園、食肉衛生検査所、農林技術研
究所、水産海洋技術研究所等

情報機器作業従事者健診 情報機器作業に従事する職員

法
定
外
（
任
意
）

法　
　
　

定
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集団指導

人数 延人数
（再掲）
医師面接
人数

人数 延人数 人数 延人数

（人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

賀茂 18 18 12 12 0 6 6 0 0 60

熱海 9 7 3 3 0 4 4 0 0 26

東部 51 47 25 25 0 21 21 1 1 12

御殿場 3 3 3 3 0 0 0 0 0 46

富士 31 30 13 13 0 17 17 0 0 132

本庁 146 131 102 102 0 29 29 0 0 21

静岡 38 36 23 23 0 13 13 0 0 31

中部 30 30 19 19 0 11 11 0 0 18

西部 34 29 14 14 0 15 15 0 0 39

浜松 22 21 15 15 0 6 6 0 0 45

県外 2 2 0 0 0 2 2 0 0 －

計 384 354 229 229 0 124 124 1 1 430

別表３

保健指導実施状況

　　(令和６年度）

個別指導

面接指導
メール・文書によ

る指導
電話による指導

地区
該当者数

実施者
数

実施者数
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【職員厚生課】

事 業 の 根 拠 法 令 調

事 業 名 根 拠 法 令

１ ライフプランに関する事務

２ 財産形成貯蓄に関する事務

３ 児童手当に関する事務

４ 恩給に関する事務

５ 職員の被服等貸与に関する事務

６ 職員住宅の整備・維持管理に関

する事項

７ 共済組合・互助会の運営に関す

る事項

８ 会計年度任用職員等の公務・通

勤災害補償に関する事項

９ 職員の健康管理に関する事項

・地方公務員法（第42条）

・勤労者財産形成促進法

・児童手当法

・恩給法

・静岡県恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職

一時金の基礎となるべき在職期間と職員の退職年金及び

退職一時金の基礎となるべき在職期間との通算に関する

条例

・静岡県職員被服等貸与要綱

・静岡県公舎管理規程

・地方公務員等共済組合法

・静岡県職員の共済制度に関する条例

・静岡県職員の共済制度に関する条例施行規則

・静岡県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等

に関する条例

・労働安全衛生法

・高齢者の医療の確保に関する法律

・静岡県職員安全衛生管理規程
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【職員厚生課】

（令和７年４月１日現在）

職員厚生課 〔課兼務〕 計

21 21

(1) (1)

6 6

(0)

0

(0)

1 1

(0)

0

(0)

0

(0)

28 0 28

(0) (1) (1)

0

(5) (5)

0

(0)

0 0 0

(5) (0) (5)

28 0 28

(5) (1) (6)

注）
・臨時職員、会計年度任用職員、兼務職員及び併任職員は(　)書きで外数

職　員　配　置　調

区　　　分

職員（事）

職員（技）

暫定再任用職員（事）

暫定再任用職員（技）

定年前再任用短時間
勤務職員（事）

定年前再任用短時間
勤務職員（技）

計

会計年度任用職員

臨時的任用職員

計

合計

配　

置　

職　

員
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【
職
員
厚
生
課
】

郵
券

等
受

払
調

（
令
和
７
年
３
月

31
日
現
在
）

（
単
位
：
枚
、
円
）

区
分

種
類

前
年

度
本

年
度

摘
要

繰
越

受
入

払
出

繰
越

受
入

払
出

差
引
現
在
高

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

枚
数

金
額

タ
ク
シ
ー
チ
ケ
ッ
ト

タ
ク
シ
ー

0
90

使
用

46

廃
棄

44

返
納

0
0

90
使
用

50

廃
棄

40

返
納

0
0

計
0

90
90

0
90

90
0
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【職員厚生課】

左のうち、
前年度から
の繰越分

(12) 一般会計 経営管理費 経営管理費 職員厚生費 146,125,563 154,346,093 

委託料

計 146,125,563 154,346,093 0 

(14) 一般会計 経営管理費 経営管理費 職員厚生費 54,649,212 5,985,375 

工事請負費 一般会計 経営管理費 経営管理費 資産経営費 4,868,314 561,000 

計 59,517,526 6,546,375 0 

(16)

公有財産

購 入 費

計 0 0 0 

(17) 一般会計 経営管理費 経営管理費 職員厚生費 1,731,620 1,085,700 

備品購入費

計 1,731,620 1,085,700 0 

(18) 一般会計 経営管理費 経営管理費 職員厚生費 124,902,046 127,651,862 

負担金、補助

及び交付金

計 124,902,046 127,651,862 0 

(21)

補償、補填

及び賠償金

計 0 0 0 

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

執行済額(円）

節名 会計 款 項 目
令和５年度 令和６年度
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当初額 変更増減額 計

円 円 円 円

42,668,098 42,573,300 0 42,573,300 

4,987,532 4,982,670 0 4,982,670 

605,638 605,638 0 605,638 

672,210 618,860 0 618,860 

401,192 385,000 0 385,000 

契約金額（円）
整理
番号

委託業務名 受託者 当初設計金額（円）

1
福利厚生相談窓口総務事務労
働者派遣業務委託

株式会社ウィルエー
ジェンシー

11,259,380 9,707,137 0 9,707,137 

3
静岡県職員元気回復事業業務
委託

地方職員共済組合静
岡県支部

970,000 970,000 △ 476,316 493,684 

7
もくせい会館庭園管理業務委
託

株式会社ひかり造園

8
もくせい会館産業廃棄物搬出
処理業務委託

株式会社荒井産業

10
下田地区職員住宅維持管理業
務委託

株式会社外岡組 11,289,685 11,093,940 0 11,093,940 

2
福利厚生相談窓口総務事務労
働者派遣業務委託

株式会社エフザタッ
チ

12,156,375 10,511,908 0 10,511,908 

4
もくせい会館設備総合管理業
務委託

株式会社静岡建物
サービス

5 もくせい会館清掃業務委託
静岡ビル保善株式会
社

6
もくせい会館一般廃棄物搬出
処理業務委託

株式会社荒井産業

9 職員住宅維持管理業務委託
太平ビルサービス株
式会社　静岡支店

34,351,460 32,856,780 1,072,500 33,929,280 

委　託　料　に

-30-



【職員厚生課】

（ 令 和 ６ 年 度 ）

（令和７年５月31日現在）

R6.5.23 1,196,152 
R6.6.25 706,695 
R6.7.24 701,102 
R6.8.28 871,681 
R6.9.24 690,042 
小計 4,165,672 

R6.10.23 681,461 
R6.11.22 868,626 
R6.12.23 815,859 
R7.1.21 775,720 
R7.2.21 731,973 
R7.3.21 696,795 
R7.4.21 1,190,189 
小計 5,760,623 

R7.3.17 493,684 

R6.6.13 2,342,065 
R6.7.1 2,342,065 
R6.8.7 5,308,325 
R6.9.3 2,342,065 

R6.10.10 2,342,065 
R6.11.11 2,342,065 
R6.11.29 2,342,065 
R7.1.20 2,342,065 
R7.2.13 4,689,465 
R7.3.7 2,342,065 
R7.4.9 2,640,825 
R7.4.30 11,198,165 
小計 42,573,300 

R6.6.6 294,525 
R6.6.28 294,525 
R6.7.24 294,525 
R6.8.27 294,525 
R6.9.24 481,635 
R6.10.22 294,525 
R7.1.10 294,525 
R7.1.24 294,525 
R7.2.3 531,531 
R7.2.26 294,525 
R7.3.25 1,318,779 
R7.4.30 294,525 
小計 4,982,670 

R6.6.5 50,468 
R6.6.19 50,468 
R6.7.23 50,468 
R6.8.19 50,468 
R6.9.19 50,468 
R6.10.18 50,468 
R6.11.22 50,468 
R6.12.20 50,468 
R7.1.20 50,468 
R7.2.19 50,468 
R7.3.18 50,468 
R7.4.30 50,490 
小計 605,638 

R7.1.14 618,860 

R6.12.23 385,000 

R6.6.21 3,459,500 
R6.7.22 3,636,820 
R6.8.21 2,086,700 
R6.9.24 3,295,160 
R6.10.23 2,007,500 
R6.11.21 4,629,900 
R6.12.23 1,627,340 
R7.1.24 4,458,300 
R7.2.21 1,765,225 
R7.3.21 3,099,800 
R7.4.21 1,434,400 
R7.5.22 2,356,200 
小計 33,856,845 

R6.11.20 8,389,919 
R7.5.7 2,704,021 
小計 11,093,940 

契   約
締   結
方   法

契約期間 支出年月日 金額（円） 委託業務の内容 摘要

一般 R5.7.3 ～ R6.8.31 福利厚生相談窓口労働者派遣業務

随契 R6.6.17 ～ R7.2.28 職員元気回復事業の実施事務 随契１号（少額）

随契 R6.5.23 ～ R7.1.31 もくせい会館の庭園管理業務 随契１号（少額）

随契 R6.11.7 ～ R7.1.31
もくせい会館の産業廃棄物搬出処理
業務

随契１号（少額）

一般 R6.4.1 ～ R7.3.31 下田地区職員住宅の維持補修業務 単価契約

一般 R6.7.1 ～ R7.8.29 福利厚生相談窓口労働者派遣業務

一般 R6.4.1 ～ R7.3.31
もくせい会館の設備保守管理及び警
備業務

一般 R6.4.1 ～ R7.3.31 もくせい会館内の清掃業務

随契 R6.4.1 ～ R7.3.31
もくせい会館の一般廃棄物搬出処理
業務

随契１号（少額）

一般 R6.4.1 ～ R7.3.31 職員住宅の維持補修業務
単価契約

修繕箇所の増加

関　す　る　調
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当初額 変更増減額 計

契約金額（円）
整理
番号

委託業務名 受託者 当初設計金額（円）

委　託　料　に

保育支援グループ　
すわん 6,980,372 
代表　萩原邦子

282,700 

825,000 

731,500 

946,000 

66,000 

1,903,000 

3,168,000 

3,751,000 

男性 41,800 41,800 0 41,800 
女性 51,370 51,370 0 51,370 
子宮がん検査のみ未受診 47,520 47,520 0 47,520 
乳がん検査のみ未受診 45,650 45,650 0 45,650 
子宮がん・乳がん未受診 41,800 41,800 0 41,800 
X-Pデータ提供 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰細胞診 3,410 3,410 0 3,410 
喀痰検査容器 143 143 0 143 
男性 34,100 34,100 0 34,100 
女性 46,200 46,200 0 46,200 
子宮がん検査のみ未受診 41,800 41,800 0 41,800 
乳がん検査のみ未受診 38,500 38,500 0 38,500 
子宮がん・乳がん未受診 34,100 34,100 0 34,100 
X-Pデータ提供 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰細胞診 4,400 4,400 0 4,400 
喀痰検査容器 550 550 0 550 

11
職員住宅給水施設管理業務委
託

太平ビルサービス株
式会社　静岡支店

1,798,500 1,597,200 0 1,597,200 

12
職員住宅消防用設備点検業務
委託

太平ビルサービス株
式会社　静岡支店

1,058,200 913,000 0 913,000 

13
下田地区職員住宅給水施設清
掃等業務委託

伊東メンテナンス株
式会社

407,550 302,500 0 302,500 

14
下田地区職員住宅汚水処理施
設管理業務委託

株式会社栄協 321,000 162,600 0 162,600 

16
静岡県庁トレーニング機器等
点検業務委託

タキスポーツショップ

滝　恭次
282,700 0 282,700 

17
もくせい会館建築基準法第12
条に基づく定期点検業務委託

株式会社静岡建物
サービス

605,000 0 605,000 

18
県職員住宅（静岡地区）建築
基準法第12条に基づく定期点
検業務委託

太平ビルサービス株
式会社　静岡支店

731,500 0 731,500 

19
県職員住宅（下田地区）建築
基準法第12条に基づく定期点
検業務委託

一級建築士事務所　
野田建築設計事務所
野田安廣

946,000 0 946,000 

20
県職員住宅（東京）建築基準
法第12条に基づく定期点検業
務委託

太平ビルサービス株
式会社

66,000 0 66,000 

21
清水警察署高部交番解体工事
ほか設計業務委託

株式会社望月建築設
計事務所

1,573,000 220,000 1,793,000 

22
下田中公舎屋上防水・外壁修
繕他工事設計業務委託

合同会社石橋剛設計
事務所

2,915,000 2,915,000 

23
清水警察署清水区公舎外壁修
繕工事ほか設計業務委託

石原建築設計事務所
石原一宏

3,124,000 3,124,000 

15
静岡県庁内一時預かり保育施
設運営業務委託

6,923,800 0 6,923,800 

24 指定年齢検診業務

医療法人社団静岡メ
ディカルアライアン
ス
下田メディカルセン
ター

25 指定年齢検診業務
一般社団法人東部メ
ディカル健康管理セ
ンター
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【職員厚生課】

（ 令 和 ６ 年 度 ）

（令和７年５月31日現在）

契   約
締   結
方   法

契約期間 支出年月日 金額（円） 委託業務の内容 摘要

関　す　る　調

R6.11.21 460,350 
R7.5.22 1,136,850 
小計 1,597,200 

R6.11.21 456,500 
R7.4.30 456,500 
小計 913,000 

R7.3.12 302,500 

R6.10.30 19,800 
R7.5.27 142,800 
小計 162,600 

R6.6.7 532,550 
R6.7.5 484,500 
R6.8.2 462,800 
R6.9.6 523,250 
R6.10.4 563,550 
R6.11.1 484,500 
R6.12.6 520,150 
R7.1.10 537,200 
R7.2.7 565,100 
R7.3.7 580,600 
R7.4.4 585,250 
R7.5.2 769,700 
小計 6,609,150 

R7.3.24 282,700 

R7.2.21 731,500 

R7.1.24 946,000 

R7.2.21 66,000 

R6.11.19 806,000 

R6.6.5 825,000 

R6.9.13 2,090,000 

小計 2,915,000 

R6.10.18 1,443,000 

R6.8.15 41,800 
R6.11.20 167,200 
R6.12.10 41,800 随契２号
R7.1.20 41,800 （競争不適）
R7.4.30 41,800 単価契約

小計 334,400 
R6.10.18 70,400 
R6.11.8 140,800 
R6.12.10 140,800 随契２号

（競争不適）
単価契約

小計 352,000 

一般 R6.4.1 ～ R7.3.31 職員住宅の給水施設管理業務

指名 R6.8.30 ～ R7.3.24 職員住宅の消防用設備点検業務

随契 R6.11.22 ～ R7.2.14
下田地区職員住宅の給水施設清掃等
業務

随契１号（少額）

随契 R6.4.1 ～ R7.3.31
下田地区職員住宅の汚水処理施設管
理業務

随契１号（少額）

随契 R7.1.24 ～ R7.3.14 トレーニング機器等の点検業務 随契１号（少額）

随契 R6.11.6 ～ R7.1.17 R7.1.20 605,000 
建築基準法に基づくもくせい会館法
定点検業務

随契１号（少額）

随契 R6.11.1 ～ R7.1.17
建築基準法に基づく静岡地区職員住
宅法定点検業務

随契１号（少額）

随契 R6.11.1 ～ R7.1.17
建築基準法に基づく下田地区職員住
宅法定点検業務

随契１号（少額）

随契 R6.11.1 ～ R7.1.17
建築基準法に基づく東京職員住宅法
定点検業務

随契１号（少額）

指名 R6.6.11 ～ R6.10.16
もくせい会館トップライト修繕他設
計業務

他部署合併分執行
987,000

静岡土木へ令達 R6.4.1

指名 R6.5.16 ～ R6.8.20
下田中公舎屋上防水・外壁修繕工事
設計業務
下田中村公舎屋上防水工事設計業務

下田土木へ令達 R6.4.1

指名 R6.5.21 ～ R6.9.30 大岩職員住宅外壁修繕工事設計業務
他部署合併分執行

1,681,000
静岡土木へ令達 R6.4.1

随契 R6.4.1 ～ R7.3.31
庁内乳幼児一時預かり施設の運営業
務

随契２号（不適）

随契 R6.6.11 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.14 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

-33-



当初額 変更増減額 計

契約金額（円）
整理
番号

委託業務名 受託者 当初設計金額（円）

委　託　料　に

男性 40,700 40,700 0 40,700 
女性 49,610 49,610 0 49,610 
子宮がん検査のみ未受診 45,980 45,980 0 45,980 
乳がん検査のみ未受診 44,330 44,330 0 44,330 
子宮がん・乳がん未受診 40,700 40,700 0 40,700 
X-Pデータ提供 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰細胞診 2,200 2,200 0 2,200 
喀痰検査容器 1,100 1,100 0 1,100 
男性 31,350 31,350 0 31,350 
女性 39,050 39,050 0 39,050 
子宮がん検査のみ未受診 36,850 36,850 0 36,850 
乳がん検査のみ未受診 33,550 33,550 0 33,550 
子宮がん・乳がん未受診 31,350 31,350 0 31,350 
X-Pデータ提供 2,200 2,200 0 2,200 
喀痰細胞診 1,650 1,650 0 1,650 
喀痰検査容器 220 220 0 220 
男性 39,820 39,600 0 39,600 
女性 50,050 51,700 0 51,700 
子宮がん検査のみ未受診 45,320 47,300 0 47,300 
乳がん検査のみ未受診 44,550 44,000 0 44,000 
子宮がん・乳がん未受診 39,820 39,050 0 39,050 
X-Pデータ提供 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰細胞診 3,300 3,300 0 3,300 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 39,600 39,600 0 39,600 
女性 51,700 51,700 0 51,700 
子宮がん検査のみ未受診 47,300 47,300 0 47,300 
乳がん検査のみ未受診 44,000 44,000 0 44,000 
子宮がん・乳がん未受診 39,050 39,050 0 39,050 
X-Pデータ提供 2,200 2,200 0 2,200 
喀痰細胞診 3,630 3,630 0 3,630 
喀痰検査容器 3,630 3,630 0 3,630 
男性 39,600 39,600 0 39,600 
女性 48,400 48,400 0 48,400 
子宮がん検査のみ未受診 45,100 45,100 0 45,100 
乳がん検査のみ未受診 42,900 42,900 0 42,900 
子宮がん・乳がん未受診 39,600 39,600 0 39,600 
X-Pデータ提供 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰細胞診 3,300 3,300 0 3,300 
喀痰検査容器 110 110 0 110 
男性 39,820 39,820 0 39,820 
女性 50,050 50,050 0 50,050 
子宮がん検査のみ未受診 45,320 45,320 0 45,320 
乳がん検査のみ未受診 44,550 44,550 0 44,550 
子宮がん・乳がん未受診 39,820 39,820 0 39,820 
X-Pデータ提供 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰細胞診 3,300 3,300 0 3,300 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 39,050 39,050 0 39,050 
女性 49,170 49,170 0 49,170 
子宮がん検査のみ未受診 44,550 44,550 0 44,550 
乳がん検査のみ未受診 43,670 43,670 0 43,670 
子宮がん・乳がん未受診 39,050 39,050 0 39,050 
X-Pデータ提供 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰細胞診 3,697 3,697 0 3,697 
喀痰検査容器 0 0 0 0 

男性 37,675 37,675 0 37,675 
女性 47,080 47,080 0 47,080 
子宮がん検査のみ未受診 43,450 43,450 0 43,450 
乳がん検査のみ未受診 41,305 41,305 0 41,305 
子宮がん・乳がん未受診 37,675 37,675 0 37,675 
X-Pデータ提供 330 330 0 330 
喀痰細胞診 3,630 3,630 0 3,630 
喀痰検査容器 319 319 0 319 
男性 44,000 44,000 0 44,000 
女性 54,450 54,450 0 54,450 
子宮がん検査のみ未受診 49,500 49,500 0 49,500 
乳がん検査のみ未受診 48,950 48,950 0 48,950 
子宮がん・乳がん未受診 44,000 44,000 0 44,000 
X-Pデータ提供 0 0 0 0 
喀痰細胞診 3,850 3,850 0 3,850 
喀痰検査容器 0 0 0 0 

26 指定年齢検診業務
医療法人社団清風会
芹沢病院

27 指定年齢検診業務
医療法人社団　聡誠
会　池田病院

28 指定年齢検診業務

一般財団法人芙蓉協
会聖隷沼津第一クリ
ニック聖隷沼津健康
診断センター

29 指定年齢検診業務
医療法人社団富士健
診センター

30 指定年齢検診業務
医療法人社団桜生会
永田町クリニック健
康管理センター

31 指定年齢検診業務

社会福祉法人聖隷福
祉事業団聖隷健康サ
ポートセンター
Shizuoka

32 指定年齢検診業務 静岡赤十字病院

33 指定年齢検診業務
一般社団法人静岡市
静岡医師会

34 指定年齢検診業務
公益財団法人SBS静
岡健康増進センター
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【職員厚生課】

（ 令 和 ６ 年 度 ）

（令和７年５月31日現在）

契   約
締   結
方   法

契約期間 支出年月日 金額（円） 委託業務の内容 摘要

関　す　る　調

R6.8.15 81,400 
R6.9.30 366,300 
R6.10.18 122,100 随契２号
R6.11.8 270,930 （競争不適）
R6.12.20 49,610 単価契約

小計 890,340 
R6.9.30 501,600 
R6.10.18 31,350 
R7.2.20 31,350 随契２号

（競争不適）
単価契約

小計 564,300 
R6.9.18 199,100 
R6.10.18 641,520 
R6.11.20 488,070 随契２号
R6.12.20 538,120 （競争不適）
R7.1.20 79,640 単価契約
R7.2.20 82,940 
R7.4.18 50,050 
小計 2,079,440 

R6.9.30 566,500 
R6.10.18 79,200 
R6.10.31 158,400 随契２号
R7.2.28 39,600 （競争不適）

単価契約

小計 843,700 
R6.10.18 546,700 
R6.12.10 88,000 
R6.12.20 218,900 随契２号
R7.1.10 88,000 （競争不適）

単価契約

小計 941,600 
R6.8.30 79,640 
R6.10.18 1,362,350 
R6.10.31 740,520 
R6.11.20 199,100 随契２号
R6.12.20 361,680 （競争不適）
R7.1.20 79,640 単価契約
R7.3.19 39,820 
小計 2,862,750 

R6.8.15 517,770 
R6.9.18 1,020,800 
R6.10.31 1,308,890 随契２号
R6.11.8 1,142,570 （競争不適）
R6.12.20 663,850 単価契約
R7.1.10 156,200 
R7.1.31 117,150 
R7.3.10 44,550 
R7.4.18 39,050 
小計 5,010,830 

R6.9.30 474,540 
R6.10.18 452,100 
R6.11.20 395,560 
R6.12.10 587,565 随契２号
R7.1.10 75,350 （競争不適）
R7.2.20 47,080 単価契約

小計 2,032,195 
R6.9.30 758,450 
R6.10.31 399,850 
R6.11.20 142,450 随契２号
R7.1.10 44,000 （競争不適）
R7.1.20 44,000 単価契約

小計 1,388,750 

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.11 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）
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当初額 変更増減額 計

契約金額（円）
整理
番号

委託業務名 受託者 当初設計金額（円）

委　託　料　に

男性 33,770 33,770 0 33,770 
女性 43,120 43,120 0 43,120 
子宮がん検査のみ未受診 39,270 39,270 0 39,270 
乳がん検査のみ未受診 37,620 37,620 0 37,620 
子宮がん・乳がん未受診 33,770 33,770 0 33,770 
X-Pデータ提供 0 0 0 0 
喀痰細胞診 2,200 2,200 0 2,200 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 39,600 39,600 0 39,600 
女性 50,600 50,600 0 50,600 
子宮がん検査のみ未受診 50,600 50,600 0 50,600 
乳がん検査のみ未受診 45,100 45,100 0 45,100 
子宮がん・乳がん未受診 39,600 39,600 0 39,600 
X-Pデータ提供 2,200 2,200 0 2,200 
喀痰細胞診 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 41,800 41,800 0 41,800 
女性 49,500 49,500 0 49,500 
子宮がん検査のみ未受診 46,200 46,200 0 46,200 
乳がん検査のみ未受診 45,100 45,100 0 45,100 
子宮がん・乳がん未受診 41,800 41,800 0 41,800 
X-Pデータ提供 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰細胞診 1,980 1,980 0 1,980 
喀痰検査容器 110 110 0 110 
男性 39,600 39,600 0 39,600 
女性 48,180 48,180 0 48,180 
子宮がん検査のみ未受診 44,550 44,550 0 44,550 
乳がん検査のみ未受診 43,230 43,230 0 43,230 
子宮がん・乳がん未受診 39,600 39,600 0 39,600 
X-Pデータ提供 550 550 0 550 
喀痰細胞診 2,200 2,200 0 2,200 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 38,500 38,500 0 38,500 
女性 47,300 47,300 0 47,300 
子宮がん検査のみ未受診 44,000 44,000 0 44,000 
乳がん検査のみ未受診 41,800 41,800 0 41,800 
子宮がん・乳がん未受診 38,500 38,500 0 38,500 
X-Pデータ提供 550 550 0 550 
喀痰細胞診 2,750 2,750 0 2,750 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 36,361 36,361 0 36,361 
女性 44,061 44,061 0 44,061 
子宮がん検査のみ未受診 41,311 41,311 0 41,311 
乳がん検査のみ未受診 39,111 39,111 0 39,111 
子宮がん・乳がん未受診 36,361 36,361 0 36,361 
X-Pデータ提供 1,650 1,650 0 1,650 
喀痰細胞診 3,696 3,696 0 3,696 
喀痰検査容器 231 231 0 231 
男性 39,380 39,380 0 39,380 
女性 49,962 49,962 0 49,962 
子宮がん検査のみ未受診 45,562 45,562 0 45,562 
乳がん検査のみ未受診 43,780 43,780 0 43,780 
子宮がん・乳がん未受診 39,380 39,380 0 39,380 
X-Pデータ提供 2,200 2,200 0 2,200 
喀痰細胞診 4,290 4,290 0 4,290 
喀痰検査容器 231 231 0 231 
男性 40,700 40,700 0 40,700 
女性 50,600 50,600 0 50,600 
子宮がん検査のみ未受診 46,200 46,200 0 46,200 
乳がん検査のみ未受診 45,100 45,100 0 45,100 
子宮がん・乳がん未受診 40,700 40,700 0 40,700 
X-Pデータ提供 0 0 0 0 
喀痰細胞診 3,300 3,300 0 3,300 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 30,470 30,470 0 30,470 
女性 34,870 34,870 0 34,870 
子宮がん検査のみ未受診 33,770 33,770 0 33,770 
乳がん検査のみ未受診 31,570 31,570 0 31,570 
子宮がん・乳がん未受診 30,470 30,470 0 30,470 
X-Pデータ提供 110 110 0 110 
喀痰細胞診 0 0 0 0 
喀痰検査容器 0 0 0 0 

35 指定年齢検診業務 静岡済生会総合病院

36 指定年齢検診業務
医療法人徳洲会静岡
徳洲会病院

37 指定年齢検診業務

社会医療法人　駿甲
会　
コミュニティーホス
ピタル甲賀病院

38 指定年齢検診業務
医療法人社団Ｋ・
Ｓ・Ｄ西焼津健診セ
ンター

39 指定年齢検診業務
公益財団法人静岡県
予防医学協会総合健
診センター

40 指定年齢検診業務 市立御前崎総合病院

41 指定年齢検診業務 菊川市立総合病院

42 指定年齢検診業務
掛川市・袋井市病院
企業団

43 指定年齢検診業務
医療法人社団明徳会
新都市病院
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【職員厚生課】

（ 令 和 ６ 年 度 ）

（令和７年５月31日現在）

契   約
締   結
方   法

契約期間 支出年月日 金額（円） 委託業務の内容 摘要

関　す　る　調

R6.9.30 439,010 
R6.10.18 135,080 
R6.11.8 101,310 随契２号
R6.12.10 67,540 （競争不適）

単価契約

小計 742,940 
R6.9.30 338,800 
R6.10.31 90,200 

随契２号
（競争不適）

単価契約

小計 429,000 
R6.10.18 41,800 
R6.12.10 83,600 
R7.2.10 41,800 随契２号

（競争不適）
単価契約

小計 167,200 
R6.9.30 198,000 
R6.10.18 118,800 
R6.11.8 206,580 随契２号
R6.12.10 237,600 （競争不適）

単価契約

小計 760,980 
R6.9.30 778,800 
R6.10.18 559,350 
R6.11.20 435,050 随契２号
R6.12.10 269,500 （競争不適）
R7.1.10 38,500 単価契約

小計 2,081,200 
R6.8.30 36,361 

随契２号
（競争不適）

単価契約

小計 36,361 
R6.10.18 393,800 
R6.11.20 39,380 

随契２号
（競争不適）

単価契約

小計 433,180 
R6.9.30 502,700 
R6.10.31 542,300 
R6.11.20 122,100 随契２号
R6.12.20 40,700 （競争不適）
R7.1.20 40,700 単価契約

小計 1,248,500 
R6.10.31 121,880 
R7.1.10 313,500 

随契２号

（競争不適）

単価契約
小計 435,380 

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.11 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.10 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R5.6.1 ～ R6.3.15
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）
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当初額 変更増減額 計

契約金額（円）
整理
番号

委託業務名 受託者 当初設計金額（円）

委　託　料　に

男性 36,300 36,300 0 36,300 
女性 44,990 44,990 0 44,990 
子宮がん検査のみ未受診 41,250 41,250 0 41,250 
乳がん検査のみ未受診 40,040 40,040 0 40,040 
子宮がん・乳がん未受診 36,300 36,300 0 36,300 
X-Pデータ提供 1,650 1,650 0 1,650 
喀痰細胞診 2,420 2,420 0 2,420 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 39,820 39,820 0 39,820 
女性 50,050 50,050 0 50,050 
子宮がん検査のみ未受診 45,320 45,320 0 45,320 
乳がん検査のみ未受診 44,550 44,550 0 44,550 
子宮がん・乳がん未受診 39,820 39,820 0 39,820 
X-Pデータ提供 1,100 3,300 0 3,300 
喀痰細胞診 3,300 1,100 0 1,100 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 39,820 39,820 0 39,820 
女性 50,050 50,050 0 50,050 
子宮がん検査のみ未受診 45,320 45,320 0 45,320 
乳がん検査のみ未受診 44,550 44,550 0 44,550 
子宮がん・乳がん未受診 39,820 39,820 0 39,820 
X-Pデータ提供 1,100 3,300 0 3,300 
喀痰細胞診 3,300 1,100 0 1,100 
喀痰検査容器 0 0 0 0 
男性 39,600 39,600 0 39,600 
女性 49,522 49,522 0 49,522 
子宮がん検査のみ未受診 45,782 45,782 0 45,782 
乳がん検査のみ未受診 43,340 43,340 0 43,340 
子宮がん・乳がん未受診 39,600 39,600 0 39,600 
X-Pデータ提供 1,100 1,100 0 1,100 
喀痰細胞診 3,740 3,740 0 3,740 
喀痰検査容器 550 550 0 550 
男性 41,426 41,426 0 41,426 
女性子宮がん・乳がん未受診 41,426 41,426 0 41,426 
喀痰細胞診 3,850 3,850 0 3,850 
喀痰検査容器 220 220 0 220 
男性 51,700 39,600 0 39,600 
女性 59,400 49,522 0 49,522 
子宮がん検査のみ未受診 56,100 45,782 0 45,782 
乳がん検査のみ未受診 55,000 43,340 0 43,340 
子宮がん・乳がん未受診 51,700 39,600 0 39,600 
X-Pデータ提供 0 0 0 0 
男性 21,670 21,670 0 21,670 
女性 31,020 31,020 0 31,020 
子宮がん検査のみ未受診 27,170 27,170 0 27,170 
乳がん検査のみ未受診 25,520 25,520 0 25,520 
子宮がん・乳がん未受診 21,670 21,670 0 21,670 
胃部直接撮影 12,100 12,100 0 12,100 
胃部内視鏡検査 16,500 16,500 0 16,500 
喀痰細胞診 2,200 2,200 0 2,200 
喀痰検査容器 0 0 0 0 

419,650 419,650 0 419,650 

440,000 440,000 0 440,000 

1,834,800 1,834,800 0 1,834,800 

4,286,975 4,286,975 0 4,286,975 

880,000 663,000 0 663,000 

48 指定年齢検診業務

コハシ文春ビル診療
所
コハシメディカルセ
ンター

49 指定年齢検診業務

一般財団法人関西労
働保健協会
アクティ健診セン
ター

51 海外派遣職員健康診断業務 静岡済生会総合病院

52
職場支援特別対策事業（緊急
事案への対応）

株式会社フジEAPセ
ンター

53
静岡県職員健康管理システム
保守業務

株式会社麻生情報シ
ステム

54
ストレス・カウンセリング業
務

株式会社フジEAPセ
ンター

55
静岡県職員ストレスチェック
集団分析業務委託

株式会社インソース　
横浜支社

44 指定年齢検診業務 浜松赤十字病院

45 指定年齢検診業務
社会福祉法人聖隷福
祉事業団聖隷健康診
断センター

46 指定年齢検診業務
社会福祉法人聖隷福
祉事業団聖隷予防検
診センター

47 指定年齢検診業務 市立湖西病院

50
指定年齢検診業務

（特例受診）
静岡済生会総合病院
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【職員厚生課】

（ 令 和 ６ 年 度 ）

（令和７年５月31日現在）

契   約
締   結
方   法

契約期間 支出年月日 金額（円） 委託業務の内容 摘要

関　す　る　調

R6.9.30 440,440 
R6.10.18 294,140 
R6.10.31 81,290 随契２号
R6.12.10 72,600 （競争不適）

単価契約

小計 888,470 
R6.9.18 1,334,520 
R6.10.31 1,196,470 
R6.11.8 767,910 随契２号
R6.12.20 214,830 （競争不適）
R7.1.20 50,050 単価契約

小計 3,563,780 
R6.9.18 448,250 
R6.10.31 124,960 
R6.11.8 39,820 
R6.12.20 39,820 随契２号

（競争不適）

単価契約
小計 652,850 

随契２号
（競争不適）

単価契約
小計 0 

随契２号
（競争不適）

単価契約
小計 0 

R6.8.30 103,400 
随契２号

（競争不適）
単価契約

小計 103,400 
R7.3.28 38,170 

随契１号
（少額）
単価契約

小計 38,170 
R6.6.28 40,095 
R6.7.25 40,095 随契１号
R7.3.28 80,190 （少額）
R7.4.28 84,040 単価契約
小計 244,420 

随契１号
（少額）
単価契約

小計 0 
R7.4.30 1,834,800 

随契２号
（競争不適）

小計 1,834,800 
R6.11.8 2,143,487 
R7.4.30 2,143,488 
小計 4,286,975 

R7.4.18 663,300 
～

小計 663,300 

随契 R6.6.11 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.4.15 ～ R7.3.31 海外派遣職員健康診断業務

随契 R6.4.1 ～ R7.3.31
職場支援特別対策事業（緊急事案へ
の対応）

随契 R6.4.1 ～ R7.3.31
職員健康管理システムの保守管理、
運用指導、システム改善業務

随契 R6.4.1 ～ R7.3.31
職員に対する専門家によるストレス
カウンセリング業務

随契２号
（競争不適）

一般 R6.7.9 R7.1.31
ストレスチェック検査における集団
分析業務

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R6.6.11 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）

随契 R7.2.3 ～ R7.3.14
職員指定年齢検診業務(40、45、50、
55、59歳職員を対象）
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当初額 変更増減額 計

契約金額（円）
整理
番号

委託業務名 受託者 当初設計金額（円）

委　託　料　に

1,705,000 1,683,000 0 1,683,000 56
静岡県職員ストレスチェック
高ストレス者面接業務委託

株式会社フジEAPセ
ンター

計 56件 (単価契約除) 151,166,817 126,607,958 596,184 127,204,142 
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【職員厚生課】

（ 令 和 ６ 年 度 ）

（令和７年５月31日現在）

契   約
締   結
方   法

契約期間 支出年月日 金額（円） 委託業務の内容 摘要

関　す　る　調

R7.3.28 1,683,000 
～

小計 1,683,000 

職員厚生費 154,346,093 

他部局執行分 5,164,000 

一般 R6.6.18 R7.2.28
ストレスチェック検査にける高スト
レス職員に対する専門家面談業務

(単価契約実績
含)

159,510,093 
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【職員厚生課】

（令和６年度 ）
（令和７年５月31日現在）

整理
番号

負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額 支出年月日

円

79,703,990 R6.9.30

2,933,530 R7.3.31

82,637,520 （小計）

33,820 R6.7.22

10,230 R6.9.13

7,383 R6.10.21

4,688 R6.10.22

18,024 R6.10.29

6,008 R6.10.29

6,008 R6.11.11

6,008 R6.11.15

6,008 R6.11.22

6,008 R6.11.25

4,688 R6.12.13

20,350 R6.12.19

90,258 R6.12.20

150,108 R6.12.25

16,050 R7.2.7

8,850 R7.2.7

8,437 R7.2.13

8,850 R7.2.13

17,700 R7.2.14

8,850 R7.2.14

173,347 R7.2.17

8,850 R7.2.20

26,137 R7.2.21

79,237 R7.2.21

79,650 R7.3.3

8,850 R7.3.13

17,700 R7.3.17

44,392 R7.3.17

8,850 R7.3.25

48,938 R7.3.26

17,095 R7.4.8

436,240 R7.4.8

1,387,612 (小計）

3
単身赴任者日常生活用具貸与
事業負担金

（一財）静岡県職員互助会 協定
互助会の単身赴任者日常生活用具貸
与事業の負担金

1,558,815 R7.5.20

105,500 R6.6.28

63,300 R6.7.31

168,800 (小計）

5
衛生管理者試験対策ｅ-ラーニ
ング受講料

（福）聖隷福祉事業団　聖隷健
康診断センター

労働安全衛生法
第12条

衛生管理者試験を受けるための講習
会

59,400 R6.8.23

6 産業医研修会受講料
（一財）地方公務員安全衛生推
進協会

労働安全衛生法
第13条

産業医資格更新のための専門研修会 3,300 R7.3.12

7 共済組合人間ドック負担金 地方職員共済組合静岡県支部 要領
共済組合が実施する人間ドック経費
の一部負担金

39,048,612 R7.4.14

8 共済組合人間ドック負担金 公立学校共済組合静岡支部 要領
共済組合が実施する人間ドック経費
の一部負担金

612,535 R7.2.28

9 共済組合人間ドック負担金 地方職員共済組合静岡県支部 要領
共済組合が実施する人間ドック経費
の一部負担金（会計年度任用職員）

7,000 R7.2.3

10 共済組合事務費負担金 地方職員共済組合静岡県支部
地方公務員等
共済組合法
第113条

特定健康診査等にかかる地方公共団
体負担金

2,033,788 R7.4.10

1,100 R6.6.12

2,650 R6.10.2

10,950 R6.10.23

30,100 R6.11.12

15,780 R6.12.2

25,800 R6.12.19

20,600 R7.1.22

106,980 （小計）

12
自治体向けメンタルヘルス対
策セミナー受講料

（一社）日本家族計画協会 開催通知
メンタルヘルス対応支援について学
ぶセミナー

27,500 R6.7.11

9件 － 職員厚生費 127,651,862 －

行政経営費 0 

    本庁執行　計 9件 － 職員厚生費 127,651,862 －

計 127,651,862 

－ － 0 －

行政経営費 0 

　　　　合計 9件 － 職員厚生費 127,651,862 －

計 127,651,862 

負担金支出調

職員厚生課　計

出先機関への令達分

1 共済組合事務費負担金 地方職員共済組合静岡県支部
地方公務員等
共済組合法

共済組合の福祉事業を除く事業の事
務費負担金

4
第一種衛生管理者受験準備講
習会受講料

（公社）静岡県労働基準協会連
合会

労働安全衛生法
第12条

衛生管理者試験を受けるための講習
会

2 派遣職員格差是正事業負担金 静岡県公立大学法人外31件 協定
県からの派遣職員に係る健康診断等
費用の一部負担金

11
職員定期健康診断精密検診等
文書料負担金

定期健康診断受診職員 要領
精密検診等受診職員に対する文書料
相当額の負担金
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                                   建      築      工      事      調

当初額
変  更
増減額

計

1,915,375

計 ７件 35,861,375 34,118,425 2,926,000 37,044,425

契  約  金  額(円)
整
理
番
号

予算科目 工  事  名 工事箇所
当初設計
金額(円)

1
職員厚生費
（工事請負費）

令和６年度 静岡県総合
研修所もくせい会館中央
監視装置UPS(SAU-A202)
バッテリー更新工事

静岡市葵区鷹匠
３丁目　もくせ
い会館

1,915,375 1,915,375 0

2
職員厚生費
（工事請負費）

令和６年度 静岡県総合
研修所もくせい会館空調
用冷却水市水切替工事

静岡市葵区鷹匠
３丁目　もくせ
い会館

4,114,000 4,070,000 0 4,070,000

3
職員厚生費
（工事請負費）

令和６年度 もくせい会
館自動制御機器更新工事

静岡市葵区鷹匠
３丁目　もくせ
い会館

14,553,000 13,959,000 814,000 14,773,000

4
職員厚生費
（工事請負費）

令和６年度 もくせい会
館トップライト修繕工事

静岡市葵区鷹匠
３丁目　もくせ
い会館

5,819,000 5,456,000 1,518,000 6,974,000

5
職員厚生費
（工事請負費）

下田中村公舎屋上防水工
事

下田市中地内 7,205,000 6,600,000 594,000 7,194,000

6
職員厚生費
（工事請負費）

静岡県職員大森住宅ポン
プ設備交換工事

東京都大田区山
王地内

1,694,000 1,557,050 1,557,050

7
資産経営費
（工事請負費）

令和６年度 静岡県総合
研修所もくせい会館排風
機修繕工事

静岡市葵区鷹匠
３丁目　もくせ
い会館

561,000 561,000 0 561,000
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【職員厚生課】

                                   建      築      工      事      調

（ 令 和 ６ 年 度 ）

（令和７年５月31日現在）

着手年月日 公有財産

完成年月日 台帳登載

1,915,375

R7.2.7 R7.3.14

R6.12.24

R7.3.19 R7.5.21

R6.12.26

R7.3.21

R6.10.25

R7.1.8

R6.10.2

R7.1.17

R6.7.12 随契1号(少額)

R6.10.30 R6.11.21

37,044,425
職員厚生費 　36,483,425

資産経営費　  561,000

契約
締結
方法

受注者 支出済額(円) 工事概要
摘要

（支払日）

随契 株式会社エム・エー・フジタ

R6.8.13
中央監視装置UPSバッテ
リーの更新

－

随契1号(少額)

指名 三洋静岡設備株式会社 4,070,000
空調用冷却水市水切替工
事

－

一般 株式会社富山冷熱工業

R6.8.10

空調自動制御機器の更新 －

R6.4.1再配当
（静岡土木）

14,773,000 

R7.1.29 R7.3.10

指名 株式会社ＺＥＡＸ 6,974,000 トップライトの修繕 －
R6.4.1､11.8再配当

（静岡土木）
R7.4.17

指名 株式会社外岡組 7,194,000
下田中村公舎の屋上防水
工事

－
R6.4.1再配当
（下田土木）

R7.2.10

随契 株式会社Ｋ－ＣＯＮＮＥＣＴ 1,557,050
東京職員住宅のポンプ更
新工事

－

随契1号(少額)
R6.9.3再配当
（東京事務所）

R7.2.13

随契 株式会社エム・エー・フジタ 561,000
２階実習室系統排風機の
修繕

－
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【職員厚生課】

数量又は
面積

台帳価格
数量又は

面積
台帳価格

数量又は
面積

台帳価格
数量又は

面積
台帳価格

千円 千円 千円 千円

3,397,688 0 113,599 3,284,089 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

土地 8,342.38 1,450,147 8,342.38 1,450,147 

本 本 本 本

立木竹 46 428 46 428 
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

4,038.33 0.00 0.00 4,038.33 
建物 13,819.12 1,938,608 0.00 0 0.00 113,166 13,819.12 1,825,442 

個 個 個 個

工作物 87 8,505 0 433 87 8,072 

船舶等 0 0 0 0 

航空機 0 0 0 0 

地上権等 0 0 0 0 

特許権等 0 0 0 0 

株券、社債券等 0 0 0 0 

件 件 件 件

出資による権利

普通財産
6,455,604 348,594 6,107,010 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

土地 32,205.42 4,154,149 0.00 0 1,405.81 192,368 30,799.61 3,961,781 

本 本 本 本

立木竹 119 0 1 0 0 0 120 0 
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

9,414.25 0.00 282.45 9,131.80 
建物 27,020.64 2,233,455 0.00 0 494.04 156,226 26,526.60 2,077,229 

個 個 個 個

工作物 181 0 1 0 0 0 182 0 

船舶等 0 0 0 0 

航空機 0 0 0 0 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

地上権等 234.88 0 234.88 0 

件 件 件 件

0 0 

株券、社債券等 0 0 0 0 

件 件 件 件

2 68,000 2 68,000 

公有財産に
準ずるもの 76 76 

本 本 本 本

電話加入権 8 76 8 76 

上記の財産に
属さないもの 0 0 

準特許権等 0 0 0 0 

公   有   財   産   調
（ 令 和 ６ 年 度 ）
（令和７年３月31日現在）

令和６年３月31日現在 増 減 令和７年３月31日現在
区   分 摘要

行政財産

特許権等

出資による権利
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【職員厚生課】

出 資 金 調

（令和６年度）

出資先

（代表者名） 所在地

資本金

又は基

本財産

Ａ

県 出 資 金 等

決

算

期

年間

配当

率

出 資

目 的

前年度

末現在

額

当年

度増

減額

当年度

末現在

額Ｂ

出資の

初年度

出資率

Ｂ

Ａ

（一財）

地域社会

ライフプラ

ン協会

(理事長

田口 尚文)

東京都

千代田区

内幸町

2-1-1

飯野ビル

ディング

11階

千円

総出捐額

1,709,000

千円

24,000

千円

0

千円

24,000

年度

平成

元

%

1.40

月

３

%

－

職員の生活の

安定と福祉の

向上に寄与す

るため

（一財）

地方公務員

安全衛生推

進協会

(理事長

渕上俊則)

東京都

千代田区

麹町

3-2

総出捐額

4,808,329 44,000 0 44,000 平成

２

0.92 ３ －

職員の安全と

健康を確保し

快適な執務環

境の形成を図

るため
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借 地 借

整理

番号
区分 種別 所 在 地

地 目 数量 又は

面積 (㎡)台 帳 現 況

１ 土地 公舎敷地
下田市中４８５－

１
宅地 宅地 724.00

２ 〃 〃
下田市東中

１２－１２ 外
〃 〃 1,349.99

３ 〃 〃
下田市高馬

７－６ 外
〃 〃 4,192.84

４ 〃 〃
下田市大賀茂

２１６－１ 外
〃 〃 3,109.51

５ 〃 〃
熱海市水口町

１７－２４
境内地 雑種地 １箇所

土 地 計
１箇所

9,376.34

６ 建物 住宅建
熱海市中央町２－
１０

宅地 宅地 23.00

７ 〃 〃
熱海市咲見町５－
１１

〃 〃 27.32

８ 〃 〃
熱海市咲見町５－
１１

〃 〃 28.63

建 物 計 78.95

合 計
１箇所

9,455.29
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【職員厚生課】

家 等 調

（令和６年度）

（令和７年３月 31 日現在）

借 料 契 約 期 間 所有者または契約者

住所・氏名

用 途

単価(円/㎡) 年 額 （円）

933 675,492 R5.4.1～R8.3.31 個人 下田中村公舎

1,259 1,699,636 R5.4.1～R8.3.31 〃 下田中公舎・中単住

715 2,998,898 R6.4.1～R9.3.31 〃 下田高馬公舎

719 2,235,737 R5.4.1～R8.3.31 〃 下田大賀茂公舎

月額
11,000 円

121,000 R6.5.1～R7.3.31 宗教法人海蔵寺
熱海借上住宅入居者
用駐車場（１台分）

7,730,763

月額
50,000 円 50,000 R6.4.1～R6.4.30 個人 借上住宅

月額
70,000 円

840,000 R5.5.22～R7.5.21 〃 借上住宅

月額
73,337 円

440,022 R6.4.1～R6.9.30

〃 借上住宅
月額

74,405 円
446,430 R6.10.1～R8.3.31

1,776,452

9,507,215
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行 政 財 産 貸 付 ・

整理

番号
区分 種 別 所 在 地

地 目
数量又は面積

台 帳 現 況

１ 土地
その他の公用

施設敷地

静岡市葵区鷹匠

３丁目６－１
宅地 宅地

216 ㎜×1.01m×1 本

116 ㎜×1.01m×1 本

4.15 ㎡

２ 〃 〃 〃 〃 〃 190.00 ㎡

３ 〃 〃 〃 〃 〃
61mm×1.3m×１本

電柱、支線 各１本

４ 〃 〃
静岡市葵区西千代田町

４３－１
〃 〃 電柱、支線 各１本

５ 〃 〃
静岡市葵区西千代田町

４３－３
〃 〃 電柱２本、支線１本

６ 建物 事務所建物
静岡市葵区鷹匠

３丁目６－１
事務所 事務所 4.00 ㎡

７ 〃 〃 〃 〃 〃 67.20 ㎡

８ 〃 〃 〃 〃 〃 282.39 ㎡

９ 〃 〃 〃 〃 〃 4,364.15 ㎡

合計
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【職員厚生課】

使 用 許 可 調

（令和６年度）

（令和７年３月 31日現在）

貸付料又は使用料 貸 付 又 は

使用許可期間

貸付又は使用許可を

受けた者の氏名
貸付・使用許可目的

単 価 年 額

円 円

140

68

4,059

17,260
R6.4.1

～R7.3.31
静岡ガス（株）

埋設ガス管

ガス整圧器室

0 0
R2.4.1

～R7.3.31
静岡市 歩行者用通路

1,500 4,500
R3.4.1

～R8.3.31
(株)ＮＴＴドコモ東海支社

公衆電気通信設備

の設置

1,500 3,000
R6.4.1

～R9.3.31

中部電力パワーグリッド(株)

静岡支社
電柱等の設置

1,500 4,500
R4.4.1

～R7.3.31
西日本電信電話(株)静岡支店 〃

7,438

4,059
37,710

R4.4.1

～R7.3.31
(一財)静岡県職員互助会 自動販売機の設置

7,438

4,059
633,680

R4.4.1

～R7.3.31

(公社)ふじのくに地域・大学

コンソーシアム
事務所及び駐車場

7,438

4,059
2,662,900

R6.4.1

～R7.3.31
静岡県公立大学法人 〃

0 0
R6.4.1

～R7.3.31
(一財)静岡県職員互助会

職員の福利厚生施

設（職員会館）

3,363,550
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普 通 財 産 ・借 受

整理

番号
区分 種 別 所 在 地

地 目
数量又は面積

台 帳 現 況

１ 土地 職員住宅敷地
静岡市葵区西千代田町

１７１番地（富士）
宅地 宅地 ７ 本

２ 〃 〃
静岡市葵区安東一丁目

（安東）他３住宅
〃 〃 13 本

３ 〃 〃
静岡市葵区沓谷一丁目

９９番地
〃 〃 ３ 本

４ 〃 〃
静岡市駿河区曲金

１－８－３
〃 〃 ２ 本

５ 〃 〃
静岡市駿河区丸子

３丁目２
〃 〃 ３ 本

６ 〃 〃
静岡市葵区西千代田町

１７１番地（富士）
〃 〃 １ 本

７ 〃 〃
静岡市清水区草薙 2 丁目

１９－５７
〃 〃 ３ 本

８ 〃 〃
下田市中字横枕４８５番

１
〃 〃 １ 本

９ 〃 〃
東京都大田区山王

４丁目１６７０－３他
〃 〃 ２ 本

10 〃 〃 〃 〃 〃 １ 本

11 〃 〃
静岡市葵区安東二丁目

（城北) 他２住宅
〃 〃 ３ 本

12 〃 〃
静岡市葵区西千代田

１７１－２（富士）
〃 〃 ４ 本

13 〃 〃
静岡市葵区安東１丁目

３４８番
〃 〃 ２ 本

14 〃 〃
静岡市清水区草薙

２丁目１７５４－１
〃 〃 ２ 本

15 〃 〃
静岡市葵区沓谷１丁目

９９番地
〃 〃 10.86 ㎡

16 〃 〃
静岡市葵区安東１丁目

３４８番
〃 〃 5.35 ㎡

17 〃 〃
静岡市清水区草薙

２－１７５４－１
〃 〃 4.84 ㎡

18 〃 〃
静岡市葵区西千代田町１

７１（富士）
〃 〃 7.57 ㎡

19 建物 職員住宅建物
静岡市駿河区曲金

１－８－３
建 物 公 舎 0.10 ㎡

20 〃 〃
静岡市駿河区曲金

１－６－３２
〃 〃 0.11 ㎡

21 〃 〃
静岡市駿河区曲金

１－６－３２
〃 〃 0.01 ㎡

22 〃 〃
静岡市駿河区丸子

３－６６５－２
〃 〃 1.30 ㎡
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【職員厚生課】

財 産 等 貸 付 調

（令和６年度）

（令和７年３月 31日現在）

貸付料又は使用料 貸 付 又 は

使用許可期間

貸付又は使用許可を

受けた者の氏名
貸付・使用許可目的

単 価 年 額

円

1,500

円

10,500

R5.4.1

～R7.3.31

中部電力パワーグリッド㈱

静岡支社
電柱等の設置

1,500 19,500
R5.4.1

～R8.3.31
〃 〃

1,500 4,500
R6.4.1

～R7.3.31
〃 〃

1,500 3,000
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃

1,500 4,500
R6.4.1

～R9.3.31
〃 〃

1,500 1,500
R6.5.30

～R7.3.31
〃 〃

1,500 4,500
R5.4.1

～R8.3.31

中部電力パワーグリッド㈱

清水営業所
〃

1,500 1,500
R5.4.1

～R8.3.31

東京電力パワーグリッド㈱

伊豆支社
〃

500

750
1,250

R4.4.1

～R7.3.31

東京電力パワーグリッド㈱

品川支社
〃（単価:3 者及び 2 者共有のた

め 500 円、750 円）

750 750
R4.4.1

～R7.3.31
〃

〃

（単価:2 者共有のため 750 円）

1,500 4,500
R5.4.1

～R8.3.31
西日本電信電話㈱静岡支店 〃

1,500 6,000
R5.4.1

～R7.3.31
〃 〃

1,500 3,000
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃

1,500 3,000
R6.4.1

～R9.3.31
〃 〃

2,073 22,506
R6.4.1

～R7.3.31
沓谷一丁目自主防災会 防災倉庫の設置

2,405 12,862
R6.4.1

～R7.3.31
安東一丁目５区自主防災会 〃

3,266 15,804
R4.4.1

～R7.3.31
静岡ガス㈱ ガス整圧器室等の設置

4,007 30,327
R5.4.1

～R7.3.31
〃 ガス管の設置

9,130 913
R4.4.1

～R7.3.31

西日本電信電話(株)静岡

支店

光通信（光インター
ネット）設備の設置

9,128 1,004
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃

9,100 91
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃

12,865 16,724
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃
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普 通 財 産 ・借 受

整理

番号
区分 種 別 所 在 地

地 目
数量又は面積

台 帳 現 況

23 建物 職員住宅建物
静岡市駿河区丸子

３－２
建 物 公 舎 0.19 ㎡

24 〃 〃
静岡市清水区草薙

２－１７５４－１
〃 〃 0.83 ㎡

25 〃 〃
静岡市葵区大岩町

１４０－２
〃 〃 1.01 ㎡

26 〃 〃
静岡市葵区安東

２－７－６（城北）
〃 〃 0.41 ㎡

27 〃 〃
静岡市葵区安東 1 丁目 17

番 21 号
〃 〃 0.01 ㎡

28 〃 〃
静岡市葵区安東 1 丁目 17

番 21 号
〃 〃 0.10 ㎡

29 〃 〃
下田市大賀茂

２１６－１
〃 〃 0.50 ㎡

30 〃 〃 下田市東中１２－１２ 〃 〃 0.11 ㎡

31 〃 〃 下田市高馬７－６ 〃 〃 0.48 ㎡

32 〃 〃 下田市高馬７－６ 〃 〃 0.47 ㎡

33 〃 〃 下田市高馬７－６ 〃 〃 0.47 ㎡

34 〃 〃 下田市中４８５ 〃 〃 0.09 ㎡

35
土地

建物

職員住宅敷地

・建物

静岡市駿河区丸子３丁目

６６５番２

宅 地

建 物

宅 地

公 舎

12.50 ㎡

74.33 ㎡

36 土地 職員住宅敷地
静岡市葵区与一右衛門

１３３５－９７
宅 地 宅 地 0.32 ㎡

37 〃 〃
静岡市清水区草薙

２－１７５４－１
〃 〃 0.48 ㎡

38 〃 〃
静岡市葵区安東

２－３５６（城北)
〃 〃 0.25 ㎡

39 〃 〃
静岡市駿河区丸子

３－６６５－２
〃 〃 24.00 ㎡

40 〃 〃 下田市高馬７－６ 〃 〃 0.90 ㎡

41 〃 〃 〃 ７７－１ 〃 〃 0.90 ㎡

合 計
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【職員厚生課】

財 産 等 貸 付 調

（令和６年度）

（令和７年３月 31日現在）

貸付料又は使用料 貸 付 又 は

使用許可期間

貸付又は使用許可を

受けた者の氏名
貸付・使用許可目的

単 価 年 額

円

22,600

円

4,294

R5.4.1

～R7.3.31

西日本電信電話(株)静岡

支店

光通信（光インター
ネット）設備の設置

7,945 6,594
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃

12,915 13,044
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃

6,227 2,553
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃

6,000 60
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃

7,720 772
R4.4.1

～R7.3.31
〃 〃

12,620 6,310
R5.4.1

～R8.3.31
〃 〃

4,810 529
R5.4.1

～R8.3.31
〃 〃

3,955 1,898
R6.4.1

～R9.3.31
〃 〃

4,800 2,256
R6.4.1

～R9.3.31
〃 〃

3,726 1,751
R6.4.1

～R9.3.31
〃 〃

4,800 432
R5.4.1
～R8.3.31

〃 〃

7,551 655,591
R6.4.1

～R7.3.31

(大)静岡社会健康医学大学

院大学
教職員住宅

0 0
R4.4.1

～R7.3.31
静岡市 道路照明灯設置

0 0
R4.4.1

～R7.3.31
静岡市 道路反射鏡設置

0 0
R4.4.1

～R7.3.31
静岡市 道路反射鏡設置

0 0
R4.4.1

～R7.3.31
静岡市 防火水槽

0 0
R6.4.1

～R9.3.31
下田市高馬区

一時避難施設案内看

板設置

0 0
R6.4.1

～R9.3.31
下田市 防災用無線施設

864,315
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【職員厚生課】

職員公舎管理状況調

（令和６年度）

（令和７年３月31日現在）

所 在 地
建 築
年 月

構 造
管 理
戸 数
Ａ

入 居
戸 数
Ｂ

Ｂのうち他
事務所職員
入 居 戸 数

空 家
戸 数
Ａ－Ｂ

摘 要

下田市中４８５ S44. 8 非木造 ８ ８ ０ 借 地

〃 東中１２－１２ S48. 3 〃 １６ １３ ３ 〃

〃 東中１２－１３ S50. 9 〃 １２ １２ ０ 〃

〃 高馬７－６ S53.12外 〃 ６０ ５２ １（教委） ８ 〃

〃 大賀茂２１６－１ H3. 7 〃 ３２ １８ １（教委） １４ 〃

熱海市咲見町５－１１ H2.11 〃 ２ １ １ 借上住宅

静岡市清水区草薙２丁目１９－５７ H2. 5外 〃 ３６ １３ ３（教委） ２３

〃 葵区安東２丁目７－６ S63. 3 〃 ２４ １３ １１

〃 駿河区丸子３丁目２ H10．3外 〃 ７２ ４４ ４（教委） ２８

〃 葵区安東１丁目１７－２１ H3. 7外 〃 ２１ １６ ５

〃 〃 大岩本町２５－１９外 H4. 6 〃 ４ １ ３

〃 駿河区曲金１丁目６－３２ H8. 3 〃 ４０ ３５ ５

〃 葵区大岩町４－９８ H9. 3 〃 ４０ ２８ ５（教委） １２

〃 〃 西千代田町１０－１４ R4. 1 〃 １６ １２ ２（警察） ４

東京都大田区山王４－１－１７ S60. 5 〃 １２ １１ １

合 計 ３９５戸２７７戸 １１８戸
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